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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月14日（金曜日）

午前10時２分開会

第１委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 上 原 章君

中 川 京 貴君副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 座喜味 一 幸君 翁 長 政 俊君

新 垣 哲 司君 仲 村 未 央さん

崎 山 嗣 幸君 玉 城 満君

玉 城 ノブ子さん 儀 間 光 秀君

喜 納 昌 春君

欠席委員

瑞慶覧 功君

説明のため出席した者の職、氏名

小 嶺 淳君商 工 労 働 部 長

産 業 政 策 課 長 金 良 実君

国 際 物 流 推 進 課 長 玉 城 恒 美君

ものづくり振興課長 金 城 陽 一君

中 小 企 業 支 援 課 長 新 垣 秀 彦君

企 業 立 地 推 進 課 長 屋 宜 宣 秀君

情 報 産 業 振 興 課 長 慶 田 喜美男君

雇 用 政 策 課 長 又 吉 稔君

労 政 能 力 開 発 課 長 伊 集 直 哉君

文化観光スポーツ部長 湧 川 盛 順君

観 光 政 策 統 括 監 前 田 光 幸君

観 光 政 策 課 長 村 山 剛君

観 光 振 興 課 長 前 原 正 人君

文 化 振 興 課 長 大 城 直 人君

ス ポ ー ツ 振 興 課 長 上 間 司君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

（ ）商工労働部及び文化観光スポーツ部所管分

２ 甲第３号議案 平成26年度沖縄県小規模企業

者等設備導入資金特別会計予算

３ 甲第４号議案 平成26年度沖縄県中小企業振

興資金特別会計予算

４ 甲第12号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

５ 甲第14号議案 平成26年度沖縄県国際物流拠

点産業集積地域那覇地区特別会計予算

６ 甲第15号議案 平成26年度沖縄県産業振興基

金特別会計予算

７ 予算調査報告書記載内容等について

3 4ii
ただいまから経済労働委員会を開○上原章委員長

会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につ

いて」に係る甲第１号議案、甲第３号議案、甲第４

号議案、甲第12号議案、甲第14号議案及び甲第15号

。議案の予算６件の調査を一括して議題といたします

本日の説明員として、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求めております。

まず初めに、商工労働部長から商工労働部関係予

算の概要説明を求めます。

小嶺淳商工労働部長。

それでは、商工労働部所管○小嶺淳商工労働部長

の説明をさせていただきます。

商工労働部所管の平成26年度一般会計及び５つの

特別会計予算の概要について、お手元にお配りをし

ております平成26年度当初予算説明資料（商工労働

部）に基づき御説明をいたします。

資料の１ページをお願いいたします。

中ほどにありますが、商工労働部の一般会計歳出

予算は総額375億2002万2000円で、前年度と比較しま

して41億9229万2000円、10.1％の減となっておりま

す。

、 、次に 一般会計歳入予算の主な内容につきまして

（款）ごとに御説明いたします。

２ページをお願いいたします。

表中の上のほうに商工労働部とありますが、この

枠の中の説明をいたします。

まず ９ 使用料及び手数料は 予算額が５億6914、 、 、

、 、万3000円 前年度と比較いたしまして5319万4000円

10.3％の増となっております。その主な内容は、賃

貸工場施設使用料等の使用料及び電気工事士法関係

手数料等に係る証紙収入でございます。

次に、10、国庫支出金でございます。予算額150億

（ ）経済労働委員会記録 第４号
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8639万9000円、前年度と比較いたしまして16億9189

万9000円、10.1％の減となっております。主な内容

でございますが、国際物流拠点産業集積地域賃貸工

場整備事業及び航空機整備基地整備事業等に係る沖

縄振興特別推進交付金でございます。

11、財産収入、予算額が9108万1000円で、前年度

と比較しまして1316万9000円、16.9％の増でござい

ます。その主な内容は、土地貸付料及び利子及び配

当金でございます。

説明資料の３ページをお願いいたします。

13、繰入金は、予算額が29億9610万7000円で、前

年度と比較して24億2099万4000円、44.7％の減でご

ざいます。その主な理由は、緊急雇用創出事業臨時

特例基金繰入金でございます。

15、諸収入は、予算額105億3645万8000円、前年度

と比較いたしまして１億1963万3000円、1.1％の増と

なっております。その主な内容でございますが、中

小企業振興資金貸付金元利収入でございます。

16、県債でございます。予算額15億8950万円、前

年度と比較しまして６億1370万円、27.9％の減でご

ざいます。主な内容でございますが、国際物流拠点

産業集積地域賃貸工場整備事業及び航空機整備基地

整備事業に係る県債でございます。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

、 、（ ）次に 一般会計歳出予算の内容につきまして 款

ごとに御説明いたします。

４ページをお願いいたします。

まず ５ 労働費でございますが 予算総額61億330、 、 、

万6000円のうち、商工労働部所管の分は59億6985万

5000円、前年度に比較しまして17億2000万4000円、

22.4％の減となっております。主な事項は、雇用対

策推進費でございます。

次に ７ 商工費でございます 予算総額408億4540、 、 。

万5000円のうち、商工労働部所管分は314億5823万

1000円でございまして、前年度と比較して24億8395

万1000円、7.3％の減でございます。主な事項といた

しまして、中小企業金融対策費、貿易対策費及び国

際物流拠点産業集積地域振興費でございます。

13、諸支出金でございます。予算総額301億8758万

9000円のうち、商工労働部所管分は9193万6000円、

前年度と比較いたしまして1166万3000円、14.5％の

増でございます。その内容は、工業用水道事業会計

助成費でございます。

以上が、商工労働部所管の一般会計歳入歳出予算

の概要でございます。

続きまして、商工労働部所管の５つの特別会計予

算の概要について御説明いたします。

５ページをお願いいたします。

小規模企業者等設備導入資金特別会計は、公益財

団法人沖縄県産業振興公社が小規模企業者等へ機械

類設備を貸与するために必要な資金の同公社への貸

し付けや、独立行政法人中小企業基盤整備機構から

の高度化資金借り入れに対する償還等に要する経費

でございまして、歳入歳出総額８億4294万9000円、

前年度と比較しまして４億3182万8000円、33.9％の

減となっております。

６ページをお願いいたします。

中小企業振興資金特別会計は、公益財団法人沖縄

県産業振興公社が中小企業者へ機械類設備を貸与す

るために必要な資金の同公社への貸し付け等に要す

る経費であります。歳入歳出総額５億16万3000円と

なっており、前年度と同額でございます。

７ページをお願いいたします。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計でございます。中城湾港（新港地区）の土地の管

理及び分譲に要する経費や、事業実施に伴い借り入

れた県債の償還等に要する経費でございます。歳入

歳出総額は28億4362万9000円、前年度と比較しまし

て17億8735万円、169.2％の増となっております。

８ページをごらんいただきます。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計でご

ざいます。国際物流拠点産業集積地域那覇地区の運

営に要する経費や同地域施設建設資金借入金の償還

等に要する経費でございます 歳入歳出総額２億7633。

万3000円、前年度と比較しまして573万6000円、2.1

％の増となっております。

９ページをお願いいたします。

産業振興基金特別会計でございます。地域特性を

生かした戦略的産業及び人材の育成等を支援するた

めの事業への補助金等に要する経費でございます。

歳入歳出総額３億8846万7000円、前年度と比較しま

して55万7000円、0.1％の増でございます。

以上、商工労働部所管の平成26年度一般会計及び

特別会計予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

商工労働部長の説明は終わりまし○上原章委員長

た。

次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

ツ部関係予算の概要説明を求めます。

湧川盛順文化観光スポーツ部長。

それでは、文化○湧川盛順文化観光スポーツ部長

観光スポーツ部所管の平成26年度一般会計予算の概
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要について御説明させていただきます。

お手元に配付しております平成26年度当初予算説

明資料（文化観光スポーツ部）に基づき説明させて

いただきます。

まず、説明資料の１ページをお開きください。

中ほどの文化観光スポーツ部の歳出予算額は、総

額が130億2006万6000円で、前年度と比較して21億98

万5000円、19.2％の増となっております。

説明資料の２ページをお開きください。

次に、歳入予算につきまして（款）ごとに御説明

いたします。

。表中の文化観光スポーツ部の欄をごらんください

まず ９ 使用料及び手数料は 予算額が３億4475、 、 、

万4000円で、前年度と比較して６万9000円、0.1％の

減となっております。減となった主な理由は、県立

芸術大学授業料の減などによるものでございます。

次に 10 国庫支出金は 予算額が69億1775万3000、 、 、

円で、前年度と比較して14億5560万8000円、26.6％

の増となっております。増となった主な理由は、沖

縄振興特別推進交付金を活用した施設整備や新規事

業等による増でございます。

11の財産収入は、予算額が1186万9000円で、前年

度と比較して124万1000円、9.5％の減となっており

ます。減となった主な理由は、県立芸術大学建物貸

付料の減などによるものでございます。

15、諸収入は、予算額が8180万円で、前年度と比

、 。較して2785万4000円 51.6％の増となっております

増となった主な理由は、博物館、美術館に対する展

示会等助成金の増などによるものでございます。

16の県債は、予算額が２億7550万円で、前年度と

比較して１億8900万円、218.5％の増となっておりま

す。増となった理由は、空手道会館（仮称）建設事

業への起債充当などによるものでございます。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

３ページをお開きください。

次に、歳出予算につきまして （款）ごとに御説明、

いたします。

まず、７、商工費のうち、文化観光スポーツ部の

予算額は93億1697万7000円で、前年度と比較して11

億7090万7000円、14.4％の増となっております。増

となった主な理由は、沖縄伝統空手の保存、継承、

発展を図るための空手道会館（仮称）建設事業の実

施に要する経費の増。また、新規事業として、入域

観光客数1000万人の達成に向けた施策展開の工程表

を作成する沖縄観光推進ロードマップ策定事業や、

中小ホテル業者の経営強化を図るための観光産業経

営強化事業の実施に要する経費の増などでございま

す。

次に、10、教育費のうち、文化観光スポーツ部の

予算額は37億308万9000円で、前年度と比較して９億

3007万8000円、33.5％の増となっております。増と

なった主な理由は、スポーツ振興の拠点施設整備の

ためのスポーツアイランド拠点会館（仮称）整備事

。 、 、業の実施に要する経費の増 また 新規事業として

来館者の大幅増加を図るための博物館・美術館魅力

アップ事業の実施に要する経費の増などでございま

す。

以上で、文化観光スポーツ部所管の平成26年度一

般会計予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

文化観光スポーツ部長の説明は終○上原章委員長

わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項につ

いてに従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに質疑を行います。

崎山嗣幸委員。

文化観光スポーツ部にお聞きしま○崎山嗣幸委員

すが、一般観光事業の中で、新年度においてカジノ

を含む統合型リゾートということで、検討事項とし

て基本構想の策定が予算に計上されておりますが、

まずその内容と目的の説明をお願いしたいと思いま

す。

平成26年度の予○湧川盛順文化観光スポーツ部長

算案として1742万7000円を計上しております。その

主な内容は、基本構想の策定のための費用で委託料
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として1276万8000円、それから法制化の動きや海外

事例の情報収集等のための旅費として455万3000円と

なっております。これは推進法が国会に提出された

ことによりまして、今後、我が国における統合型リ

ゾートの姿が明確になると。あわせてまた、カジノ

に関する規制、納付金等に関する事項の方向性が見

えてくることになります これらを踏まえて 平成26。 、

年度には沖縄県にふさわしい統合型リゾートの方向

。性を定める基本構想を策定することとしております

今の概要、新年度においての取り○崎山嗣幸委員

組み方のスケジュールですが、まずは、今言ってい

る海外事例の情報を収集するとか、あるいは、最終

的に先ほどの基本構想の策定ということであります

が、基本構想はどういった方向での策定を考えてい

るのか。あるいは予算の使い方として、先ほど1700

、 、万円を組んでいるということでありましたが 今回

特に前回と比べて委託料が減っているようですが、

この具体的なことを含めて、もう一度説明願えます

か。

今回は委託料と○湧川盛順文化観光スポーツ部長

して1776万8000円を計上しておりますが、先ほど説

明しましたとおり、その中では基本構想を策定する

。 、ということでございます 基本構想の中身について

現在検討しておりますのは、まず設置コンセプト。

、いわゆる沖縄県らしいＩＲとはどういうものなのか

それから設置類型、設置する機能、そして納付金等

に関する考え方、あと懸念事項―これは依存問題、

青少年、地域への影響等への対応。こういったもの

について検討を行いまして、沖縄県に統合型リゾー

、トを導入した場合の基本的な姿を描くということを

次年度、この委託を使ってやりたいと考えておりま

す。

今の文化観光スポーツ部長の委託○崎山嗣幸委員

料の件は、トータル1700万円だけれども、委託料は

1276万8000円でしょう。旅費も入っているので、そ

こは中身が違うと思います。

それから、基本構想の中で設置類型ということで

言っておりましたが、これはいろいろな型、種類が

あるのですか。そこは説明をお願いできますか。

まず、現在、国○湧川盛順文化観光スポーツ部長

会に推進法案が提出されているのですが、この中で

ＩＲ施設、これは特定複合観光施設と言っているの

ですが、その定義がございます。それを読み上げま

すと、カジノ施設及び会議場施設、レクリエーショ

ン施設、展示施設、宿泊施設、その他の観光の振興

に寄与すると認められる施設が一体となっている施

設であって、民間事業者が設置及び運営するものを

いうと定義されておりまして、カジノを含めてさま

ざまな観光施設を組み合わせたものをＩＲ施設と

言っております。

、○崎山嗣幸委員 国会で議論していることを前提に

設置類型については、今言った一体的なものである

ということを基本構想で検討しようという中身です

か。

この中では、そ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

れぞれの地域の観光資源をどのように組み合わせて

いくかということが それぞれの自治体の計画になっ、

ております。その中で、沖縄県としてどのような観

光施設を組み合わせればいいのかというものを、今

回の基本構想の中で検討していくこととしておりま

す。

今の文化観光スポーツ部長の答弁○崎山嗣幸委員

の中で、情報を収集して基本構想を策定して、国の

法制化の動向を含めて周知をしながらということで

あります。今言った、特に委託料とかを含めて計上

して、具体的に皆さん、また動きがあるのかなとい

う感じがしますが、現時点での沖縄県のカジノを含

む統合型リゾートへの姿勢ですが、基本姿勢はどう

いう立場ですか。

以前からうちの○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ほうで答弁しておりますが、統合型リゾートの導入

に関しては、現在、まだ法律で概要が示されていな

いということがございますので、沖縄県としては国

の法律の動向を注視しながら、導入に際しては、県

民のコンセンサスを前提に取り組んでいくという考

え方でございます。

従来、沖縄県がずっと立場を主張○崎山嗣幸委員

しているのは、統合型リゾートの導入は、ギャンブ

ル依存症や青少年への影響等を懸念する意見もある

、 、ことから 県民のコンセンサスが必要と考えており

そういった立場をとっているということは、今言っ

たことも含めてわかっております。

今回知事が本会議で述べたことも含めて、まだ住

民合意を得ていないのに、12月27日の沖縄政策協議

会の場で、安倍総理にカジノを含む統合型リゾート

の候補地に沖縄県を入れるようにと要請したことを

述べておりました。これは沖縄県の基本姿勢、住民

合意を十分得られていない、議論の途上にある中に

おいて、知事が手を挙げたことの意味はどういうこ

とですか。

この件について○湧川盛順文化観光スポーツ部長

は、知事が議会で答弁しております。それを読ませ
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ていただきますと、沖縄政策協議会において統合型

リゾートの候補地としての検討を要請したのは、多

くの自治体が統合型リゾートの導入に強い関心を示

していることを受けまして、沖縄県においても関心

を持っていることを伝えるために行ったということ

でございます。

関心を持っているというのは、皆○崎山嗣幸委員

さん従来から議論して検討していることもあります

が ただ 言われている中において 文化観光スポー、 、 、

ツ部長もそうですが、住民コンセンサスの形成を前

提に候補地の検討を要請したということで、正式に

そういう答弁をしております。この手の挙げ方です

が、行政手法として、決めてから合意形成を図るこ

とになるのではないかと私は受けとめているのです

が、皆さんのスタンスはそうではなくて、県民議論

をして、それが収れんされて決定をして、住民合意

を得てから進むということが行政手法のあり方では

ないかと私は思っています。

ただ、先ほど聞いたように、新年度から情報収集

をして基本構想を策定して、それから国の法制化の

動向があって、またいろいろな動きが、ＭＩＣＥの

件でまた聞きますが、こうした動きと連動する中に

おいて、結果的にはこれが十分議論されないままに

、決定されていくことへの懸念があると思うのですが

これはいかがですか。

先ほど知事の考○湧川盛順文化観光スポーツ部長

、 、え方を御説明したとおり あくまでも今回のものは

沖縄県もこの統合型リゾートの導入について関心を

持っていることを示す意味合いで提示したというこ

とです。これまでも答弁していますとおり、あくま

でも導入については、県民のコンセンサスを前提に

ということは変わらない姿でございます。

私は、先ほどから言っているよう○崎山嗣幸委員

に議論が熟していないと思っております。これは今

言ったことを含めて、各地で関心を持っているから

ということで、知事が住民合意も得ていないけれど

も候補地に手を挙げることは問題がないと、文化観

光スポーツ部長もそういうお考えですか。

実際の申請とい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

うのは、法律ができて、そして県民の合意を得て、

それから申請するという手続。申請すれば、今度は

国でまた地域指定ということが出てくると思います

ので、今回のものは、そういう法律を受けての、法

律が成立しての要請ではございませんので そういっ、

た影響はないと考えております。

では、沖縄県は2007年から検討事○崎山嗣幸委員

業を始めて、経済効果の試算とか懸念事項とか、海

外事例の調査とか、文化観光スポーツ部はこの間、

地域住民に説明会をしたということで取り組みを述

べてきておりますね。このことからするならば、こ

の経緯というか、そういった懸念事項も含めて十分

解消されたということなのか。これはどのように精

査をされておりますか。

私たちもこれま○湧川盛順文化観光スポーツ部長

でいろいろと調査をし、そして、シンポジウム、説

明会を開催しております。その中で賛成する意見も

、 、あれば反対する意見もあって まだ意見は賛成反対

両方に分かれているという認識でございます。

では、皆さんが言っている、そう○崎山嗣幸委員

いった両方分かれている中で、多分に経済効果も含

めて、あるいは皆さんが言っている雇用の問題も含

めて調査、展開してきたと思いますが、デメリット

の部分のギャンブル依存症の問題とか風紀、治安の

悪化等の問題等の解消ということは、議論の中でさ

れているのですか。

議論というのは○湧川盛順文化観光スポーツ部長

、 。意見交換の中で 住民説明の中でということですか

どうすればこういうことが解消で○崎山嗣幸委員

きるかが十分出ているかということです。

まず１つには、○湧川盛順文化観光スポーツ部長

今回、国家戦略特区の提案がございまして、沖縄県

もそれで提案いたしました。これはまず、もちろん

県民のコンセンサスを前提とするという条件つきで

要請しておりますが、その中では国が今、法制化の

動きにありますので、その中で統合型リゾートの導

入に伴う懸念事項に対して、まず法的な形で万全の

対策をとっていただきたいということを要望してお

ります。

それとあわせて、平成24年度にうちで、この懸念

。 、事項に対する論点整理等を行っております 例えば

ギャンブル依存症などの懸念事項についてですが、

肯定的な意見としては、統合型リゾートに係る法整

備が行われる中で、懸念事項に対する対策も講ずる

ことが可能になるとしているという意見、そしてま

た、否定的な意見としては、ギャンブル依存症の増

加、青少年への悪影響、暴力団等の介入、マネーロ

ンダリングなどへの懸念があるという意見も、まだ

分かれている状況でございます。

、 、○崎山嗣幸委員 では この沖縄県の動きからして

住民議論の中において、各界というか、県民という

か、この世論を心配する声が上がっています。最近

知事が表明してから、各界いろいろな意味で懸念を
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表明しております。この動きの中において、私がマ

スコミから見る限りにおいては、中小企業団体とか

が一度も協議したことがないとか、あるいは沖縄県

のホテル、旅館組合は賛否両論あって割れている。

ギャンブル依存症など反対の世論が多いとか、沖縄

県の商工連合会の会長は、採算性がなくて有害なデ

メリットがあるということで、こういったことを知

事が述べた後、るる述べておりますよね。この辺は

住民合意も含めて、各業界、県民世論を皆様方はど

のように受けとめておりますか。

新聞でも、知事○湧川盛順文化観光スポーツ部長

の答弁によって、今説明があったように団体等から

。さまざまな声が寄せられていると理解しております

そして、住民に対する説明会でもまださまざまな意

見があります。これについては、沖縄県が統合型リ

、ゾートを導入するに際してどのような形になるのか

どのような対策をとるべきなのか、これは法律の動

きを見た上でしかなかなか提示できないということ

もございまして、県民のほうではそのあたりがまだ

よく理解できていないということもあって、さまざ

。まな意見が出ているのではないかと思っております

この件については、予算委員会の○崎山嗣幸委員

総括質疑において、要調査事項として取り扱ってほ

しいと思います。

今の質疑につきましては、要調査○上原章委員長

事項として取り扱ってほしいということですので、

本日の調査終了後に、その取り扱いについて確認い

たします。

崎山嗣幸委員。

では次に、大型ＭＩＣＥ受入環境○崎山嗣幸委員

整備事業について伺います。

沖縄県は大規模な国際会議が開催できるＭＩＣＥ

施設の建設に向けて候補地選定、運営方法の研究費

に3100万円計上しているようでありますが、この取

り組みについて説明をお願いしたいと思います。

次年度に実施を予定して○前原正人観光振興課長

います大型ＭＩＣＥ受入環境整備事業においては、

本年度中に基本構想を策定する大型ＭＩＣＥ施設に

ついて、建設コストや運営コストの圧縮を図るため

に、パブリック・プライベート・パートナーシップ

―公民連携等を含めた施設の設計、建設、運営方式

について、実現可能性を検討することとしておりま

す。

この取り組みですが、文化観光ス○崎山嗣幸委員

ポーツ部長の答弁の中でもいろいろありましたが、

今言っている大規模な国際会議ができるようなＭＩ

ＣＥ施設の建設ですが、日程的な取り組みとして、

これも含めてスケジュール、取り組みはどのような

感じになっていますか。

大型ＭＩＣＥ施設の建設○前原正人観光振興課長

地等の検討を今やっているわけですが、今年度に策

定する基本構想を踏まえて、来年度中に基本設計に

着手できるように意思決定をしていきたいと思って

おります。

基本構想の策定はいつをめどにし○崎山嗣幸委員

ておりますか。

基本構想は本年度中に策○前原正人観光振興課長

定する予定としております。

候補地の選定についても今年度中○崎山嗣幸委員

になるのですか。

今、基本構想の策定の中○前原正人観光振興課長

で複数の候補地についても議論していただいており

まして、その委員会の結論といいますか、提言を本

年度中にいただきます。それを受けて、来年度ので

きるだけ早い時期に候補地を決定したいと思ってお

ります。

この取り組みは、国際会議を含め○崎山嗣幸委員

て大規模なイベントの施設となっておりますが、こ

のＭＩＣＥの基本構想の動きと、先ほどの文化観光

スポーツ部のカジノを含むリゾートと連動する感じ

がするのですが、これはカジノとの関係で連動して

いるのですか。

まず、ＭＩＣＥ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

施設ですが、それについては既存の施設ではもう機

能、規模面で対応できないということから、大型Ｍ

ＩＣＥ、それから大規模な展示会等を誘致するため

には国際競争力を備えた大型ＭＩＣＥの施設の整備

が必要であるという考えで、現在その機能等につい

て、先ほど説明があったような作業を進めていると

ころでございます。

一方、カジノの含む統合型リゾートについては、

沖縄県では、県民コンセンサスを前提に法制化の動

きを注視しながら、導入するあり方を今後検討する

こととしております。こういうことからして、大型

ＭＩＣＥ施設と統合型リゾートをあわせた検討とい

うものは行っておりません。

国際会議の関係ですが、従来の実○崎山嗣幸委員

績として既存の施設は5000人規模だと言っています

が、１万人とか２万人近くの需要、それは、それな

りの声はありましたか。

実際に 今のコンベンショ○前原正人観光振興課長 、

ンセンターへの問い合わせという形で、そういった
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問い合わせはございました。

次へ行きます。国際物流拠点産業○崎山嗣幸委員

集積地域の賃貸工場を整備するため、32億円の予算

が計上されておりますが、その件についてお伺いし

たいと思います。

２棟を計画し、2000平方メートル規模の工場をつ

くって、電気自動車向けの部品製造を計画している

という報道でありますが、この中身を聞かせてくれ

ますか。

平成26年度は１万平米の大○小嶺淳商工労働部長

きいもの１つ、それから2000平米の小さいもの１つ

でありますが、そのうち大きいもの、我々が狙って

おりますのは、中国をマーケットにする大量生産の

電気自動車、これの組み立ては中国でやって―そう

いう意味では競争力はないわけですが、組み立てで

はなくてその基幹部品、バッテリー・マネジメント

システムとかモーターとか、インバーターといった

心臓部は日本でやったほうが競争力がある。こうい

う付加価値の高い部分を持ってきたいと考えており

ます。

私は当初、この取り組みは低炭素○崎山嗣幸委員

社会実現の事業と連動させると思っていたのです。

拠点となっていたもので。御承知のようにＣＯ の削２

減も含めて、沖縄県が28.8％、全国が10.6％で沖縄

県はすごく高いという意味では、ぜひそういったＣ

Ｏ を削減するための取り組みは重要かと思っている２

のです。この取り組みのために誘致をして、そうい

う沖縄県にしようという考え方と連動するものなの

か、それとも全く別の意味でそこに工場をつくって

いくということなのかお聞きしたいと思います。

結果的には連動といいます○小嶺淳商工労働部長

か、沖縄県の環境政策も関連はするのですが、目的

はあくまで雇用をつくる、製造業を誘致して、かつ

付加価値の高い産業を興すということが主眼でござ

います。

自動車が失敗しているものだから○崎山嗣幸委員

ね。時間切れで終わります。

仲村未央委員。○上原章委員長

産業政策全般を担う商工労働部、○仲村未央委員

それからリーディング産業とされる観光―今回も沖

縄振興一括交付金は26％以上の伸びということで、

、 、観光に集中して投下がありますので ぜひとも予算

戦略としての知事公約との関連で伺いたいと思いま

す。

産業政策を通じて所得を上げていこうということ

だと思います。全国中位という所得の向上に対する

知事の公約があるわけです。この全国中位というも

のは現在の所得が基本幾らで、目標値がどれぐらい

で、いつ達成しようということがそもそも皆さんの

予算の前提になっているのかお尋ねいたします。

トータルのものは企画部が○小嶺淳商工労働部長

まとめているので、その数字をかわりにお話ししま

すが、沖縄21世紀ビジョンの平成33年の展望値で271

万円という数字を入れています。現状の全国平均が

たしか273万円だったと思います。平成22年の数字で

沖縄県が207万円。もう一度言いますが、全国がたし

か273万円で、平成33年には今の全国の平均値ぐらい

に持っていこうという展望をしているということに

なっております。

これに対して、例えば年次目標と○仲村未央委員

か、任期中の目標とか、あるいは各産業別、部局別

でもいいですよ、そういった達成の目標というもの

は持っていらっしゃるのか。

平成33年全体の271万円は何○小嶺淳商工労働部長

度か見ておりますが、恐らく中間のものはないので

はないかと思います。産業別にというものは実は残

念ながらないのですが、例えば国際物流特区で生産

額を５年後にどうする、10年度にどうする、あるい

は雇用をどうする。情報も―そういう個別のものは

実施計画でやっております。

まず、沖縄21世○湧川盛順文化観光スポーツ部長

紀ビジョン基本計画で定められている１人当たり県

民所得、それから名目の県内総生産等については、

観光分野で目標としている入域観光客数、それから

観光収入を踏まえた上で算出しております。観光分

野については、第５次沖縄県観光振興基本計画とい

うもので目標を定めていますので、その目標達成に

向けて取り組むことによって、全体としての県民所

得の向上に貢献していきたいという考えを持ってお

ります。

沖縄21世紀ビジョンの実施○小嶺淳商工労働部長

計画の中で数値目標をそれぞれ定めておりまして、

情報通信関連で申しますと 生産額が基準年 平成23、 、

年度ですが3482億円。これを10年後、平成33年です

が5800億円に持っていく。雇用の数で申しますと、

平成24年で３万1845人、これを10年後、５万5000人

に持っていくという計画になっております。それか

ら臨海・臨空型産業、国際物流特区関連ですが、こ

れで申しますと、製造品の輸出額―これは石油製品

を除いて申し上げますが、平成22年度で665億円です

が、これを10年後に800億円に持っていく。那覇空港

、の国際貨物の取扱量は平成22年度で15万トンですが
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これを10年後には40万トンにすると。雇用につきま

しては 国際物流特区関連で 平成23年度で663人を10、 、

年後に5400人。関連する目標値としてはこういった

ことがございます。

今、平成33年度の目標値をおっ○仲村未央委員

しゃっているわけですが、その公約達成に向けての

アプローチを責任を持って管理している部局はどこ

になるのですか。おっしゃるような現時点での達成

ぐあいを確認するのは商工労働部ですか。

沖縄21世紀ビジョンの実施○小嶺淳商工労働部長

計画全体をまとめるのは企画部でございますが、今

申し上げた目標値は、それぞれの部で責任を持って

推進していくということかと思います。

それでは、後で触れますが、観光○仲村未央委員

客の数は統計で出るわけですが 平成９年度と平成24、

年度はそれぞれどれぐらいかわかりますか。

入域観光客数ですが、平成○村山剛観光政策課長

９年度が394万700人です。平成24年度が592万4700人

です。

今、平成９年度と平成24年度を比○仲村未央委員

較いただいたのは、この間390万人から590万人と200

。 、万人の観光客の伸びがあるわけです これに対して

この間の委員会のときに県民所得はどうなっている

かということでお尋ねしたら、平成９年度、今言う

平成24年度と比較すると、200万円未満所得者という

のは、平成９年度で働く全ての有業者に対する割合

が45.6％です。これはこの間、答弁いただいたとお

りです。それから平成24年度では51.8％。つまり有

業者の半分以上が200万円以下所得ということで、む

しろ200万円以下所得の割合はふえているわけです。

観光客が200万人も伸びているという中で、所得がむ

しろ伸びないということは、皆さんはどのように分

析されているのか。

観光に限らず、県民所得が○小嶺淳商工労働部長

伸びない大きな理由というのは、おっしゃるとおり

非正規雇用の問題、かつ格差の問題、それは間違い

なくそうであるわけです。どうしてそういうことに

なっているかという、もう一つ前の理由ですが、１

つは、今まで雇用の受け皿が絶対的に足りなかった

わけです。昨年の12月に、復帰後初めて１カ月の新

規だけでいうと１を超えたわけです。２カ月続いて

。 。います その前は .3みたいなことが続いたわけです0
そういう中で、労働市場、買い手市場になる。そう

すると、どうしても雇用環境というものはなかなか

改善が難しかったというのが１つ事実としてあると

思います。そういう意味では受け皿の問題、絶対的

に働く場所が足りなかった問題が１つ。

それと、サービス業が多いということが間違いな

く理由になっています。ヨーロッパを見ても、先進

国はどうしても製造業が空洞化して、サービス業が

ふえているということは、構造としてなかなか防ぎ

にくいということがあります。それともう一つは、

家庭の主婦が社会に出ていった。その受け皿になっ

たということが、例えば、ヨーロッパでも非正規雇

用が多い理由として言われていると思っています。

ただ、それでいいというわけにはいきませんので、

サービス業以外の製造業は比較的正規雇用が多いで

すから、そういった製造業とか、あるいは最近は物

流関連とか、正規雇用が多いような産業をどんどん

つくっていく。

もう一つは、サービス業でも高度化、商工労働部

で担当している、例えば情報産業でいいますと、今

まではコールセンターとＢＰＯというものが多かっ

たわけです。どうしてもそういう部分はピーク時が

いろいろあるわけです。そういうことで、非正規雇

用が多くなりがちということもあるわけですが、今

後、その情報でもクラウドビジネスとか、ゲームと

かウエブ広告―実は、この辺は正社員で初任給が結

構高いのです。全国的にもそうだし、沖縄県でもそ

うです。そういう意味では、その辺の処遇、条件の

いい企業といいますか、産業を誘致するにしてもそ

ういうものを狙っていきたいと。

３点目は、沖縄県は５万4000社の企業があるので

すが、99.9％が中小企業です。そういう意味では、

地場のそういった企業の拡大、より大きな企業にし

ていくという中小企業施策 地場産業を支えるといっ、

たことが必要と考えております。

これはきょうのために準備したわ○仲村未央委員

けではないのですが、たまたまいいものがあったの

で。これは沖縄振興審議会の総括、総点検で出てき

たものです。恐らくごらんになっていると思うので

す。

ここが所得です。沖縄県と全国を比較すると、50

万円未満から始まって1000万円以上までいくわけで

す。そして、ここは労働者がどれだけそこに働いて

いるかという人数です。今、沖縄県の所得を一番占

、 、 、 、める働き方は まさに飲食 宿泊 いわゆるホテル

観光、サービス業が圧倒しているわけです。これが

所得階層100万円以下の相当な山をつくるわけです。

ここに低賃金が集中する。だから、さっきの390万人

から590万人 200万人観光客が伸びても これがずっ、 、

と高くなっていて所得が伸びないということを今、
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沖縄県は抱えている。むしろこれがどんどん先鋭化

しているわけです。ところが、全国はどこに山があ

るかというと、山のトップ―300万円から400万円く

らいの所得階層が非常に労働力を占めると。この製

造業が山をつくるわけです。だから産業構造が違う

わけです。

今私が聞きたいのは、皆さんが持っている予算戦

略、その産業の戦略として、この山をこっちに寄せ

ようということでどういう戦略を持っているかと聞

いているわけです。私から見ると、データをいろい

ろ分析しても、観光客がどんどん伸びていますとい

うことをずっと追っても、この山が高くなっている

だけなのです。いわゆる低賃金構造、サービス業、

ずっとここに投資が行われている感じがするわけで

す。ことしの予算を見ても、その観光の―沖縄振興

一括交付金はここに集中して投下されているわけで

すよね。だから、誰が予算を管理して公約の達成に

向けてアプローチを確認しているかというと、皆さ

んは平成33年度目標、ここだけですと言うものだか

ら途中が見えないのです。その達成度はどこに持っ

ていこうとしているのか。これを上げようとしてい

るのか、ここに寄せようとしているのか、何に寄せ

。 、ようとしているのか そこを誰が管理しているかと

そして年次ごとの目標、産業別の目標はないのかと

いうことを聞いているのですが、いかがですか。

、○湧川盛順文化観光スポーツ部長 うちのほうでは

先ほどお話しした第５次の沖縄県観光振興基本計画

が長期スパンの計画になります。あわせてビジット

おきなわ計画、これは毎年毎年つくる計画です。そ

の中にも観光客数、１人当たり消費額、そういう目

標を持って毎年毎年計画をつくって、目標達成に向

けていろいろな事業を展開している現状がございま

す。その中で、観光の給与をどのように上げていく

かについては、やはり観光業界が潤うというか、経

営が上向くことが大事でございます。そういうこと

から、当然のことながらまず観光客をふやすことと

あわせて、１人当たり消費額をふやしていくことが

大前提です。

それとあわせて大切なことが、今の沖縄県の観光

を見ると、オフシーズンとオンシーズンの差がどう

してもあります。例えば、平成25年の８月と平成25

年の５月で見ると、月で約23万人近くの差がありま

す。そういうことが業界としても、安定雇用であっ

たり、安定収益であったり、なかなか難しい課題が

あります。私たちが今取り組んでいることは、年間

安定した観光客をどのように維持していくかを、閑

散期対策ということでキャンプであったり、修学旅

行であったり、リゾートウエディングであったり、

オフシーズンでも観光客が集まるような事業を中心

に展開しているということでございます。

それから、あわせて消費額をどのように高めてい

くかということも大事です。消費については、どう

しても景気との関係、いわゆる消費マインドが関係

してくるので、政策で上げるのはなかなか難しいと

ころがあるのです。それでも例えば、次年度新たに

観光土産品をどのように魅力を上げていくかという

事業も新しく立ち上げて取り組んで、少しでも観光

消費額がふえるような仕組みについても、今は努力

しているところでございます。

今お示しいただいたような○小嶺淳商工労働部長

正規雇用をどのくらいにするとか、そういう意味の

数値目標は正直言って今はございませんが、ただ、

政策のベクトルとしては、この辺が大きな課題とい

うのは我々ももちろん考えています。そういう意味

で、製造業でも高付加価値の―例えば電気自動車で

、 、も ただ部品を集めて持ってきて組み立てるものは

実はそんなに高度な産業ではないのです。そういう

、 、意味では 心臓部になるような高度部材の部分とか

付加価値の高いものをつくる。それから我々が今非

常に期待をしているのは、航空機整備関連です。あ

れは物すごく波及効果もあるし いろいろなバリエー、

ションもある。当然、非正規雇用ではありませんの

で、そういうものとか。あるいは先ほど申し上げま

したが、情報でも比較的高度な正社員が多くなる、

あるいは仮に非正規雇用でも賃金が高いものへシフ

。トしていくということは意識して打ち出しています

受け皿をどうするかというものと、もう一つ大き

な問題は、企業のそういう雇用環境の改善をもっと

もっと見ていかないといけないと思うのです。これ

まで、求人倍率が低いときは正直言ってなかなか難

しかったけれども、だんだん上がっていくと、企業

にそういう雇用形態とか賃金とかを、沖縄県として

も雇用政策の立場から求めていくことが可能になる

と思っているのです。

そういうことで去年あたりから始めたのは、経済

団体に正規雇用を求めるとか、あるいは若年者をき

ちんと定着させる。これは若い人に責任があるとい

う意味ではなくて、経営者にきちんと若年者を定着

させるような雇用環境をつくってくれという意味で

す。あと、人材育成認証制度というものも始めまし

たが、これもいわゆるブラック企業に対するホワイ

ト企業ではないけれども、働く人にいい雇用環境を
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つくっている企業を認証しようということとか、あ

るいは、これは国自体もそのように考えているので

すが、今度の新しい基金事業は量だけではなくて処

遇改善です。そういったことを含めて、さきのグラ

フがこちら側に寄るようなベクトルで政策としては

考えているということです。

申しわけないけれども、今私が聞○仲村未央委員

いているのは、予算というものは費用対効果を見る

わけです。何を数値目標にとっているのかが検証の

一番最大の共通項になるわけです。ところが、先ほ

、どからお土産品の収益が上がるようにしていきます

客単価が上がるようにしていきますと、10年前も20

年前も同じような話をしているのです。ところが、

実際には単価は下がっているわけです。

そうなると、そこで今投下されている予算が、果

たしてどれぐらい効果につながっているのかという

視点で我々が予算、決算を見るときに、このように

どこまでが希望的観測なのか。平成33年をターゲッ

トという目標を置いたときに、何で検証すればいい

のかという、県議会での検証のあり方が持てないの

が大きな課題なわけです。ですので、何か具体的な

指標はないか。きのう農業でも聞きました。では、

果たしてこれを通じて農業所得をどこまで上げてい

。 、こうということも出てこない きょう皆さんは商工

観光、リーディング産業だから、まさにそこを聞い

ているわけです。本丸でしょう。ですので、この低

。賃金の構造の分析が非常に甘い感じがするわけです

沖縄総合事務局はこの沖縄振興に責任がある、こ

れまで主体として沖縄振興をやってきたから。そこ

、 。での分析は １つ例に挙げればこのようなことです

不安定、低賃金な労働市場であるがゆえに、たとえ

就業者、働いていたとしても失業のリスクが高い。

仮に仕事をしたとしても、給料が安いからまた転職

する。これによって再び失業者に移行する。また失

業の再生産がここで行われるということが低賃金、

不安定雇用のリスクですよね。そして、勤続年数が

短いことによってキャリアが得られない。そして、

その能力開発の機会が少ないことによって、また低

賃金が再生産される、失業者が起こると。

この繰り返しが沖縄県の失業率が改善しない、あ

るいは低賃金構造から回復しない、このことを国と

しては、沖縄振興の責任がある主体としてこのよう

に分析しているのですよ。そうであればどうするか

ということで、今回皆さんは沖縄振興一括交付金を

入れてやっているわけでしょう。何が分析の中身な

のか。それから、それを踏まえてどのように持って

いこうとしているのかというところを聞いているの

ですが、商工労働部長が繰り返し言うように、数値

目標がないということは非常に問題だと思うのです

よ。いかがですか。

沖縄県全体のさきの展望値○小嶺淳商工労働部長

も企画部がまとめているのですが、数値目標ではな

くて展望値と言った理由は、まさにそこにあると思

うのです。全てを積み上げて、どの産業どの分野で

積み上げて何人とか、正規雇用、非正規雇用と、そ

の積み上げた結果、足し算をして例えば271万円とい

う数字は、正直言ってなかなか技術的に難しいと思

うのです。これは技術的に本当にできるのかと、正

直言って思っています。そういうことがあって、あ

れはあくまで展望値で。ただ、さっきお話をしまし

た個別の―国際物流特区とか、情報とかは、売り上

げ幾ら、雇用者幾ら、それは積み上げてやっていま

す。それぞれの範囲では技術的に可能なので、でき

ることは我々としては精いっぱいやっているという

認識です。

難しいのはわかるのです。今言う○仲村未央委員

ように、労働行政の視点も伴いますよ。それから経

営者の体制、だからグッジョブ運動１つとっても、

これはあらゆる視点から総体的に運動としても盛り

上げていかなければいけないということも含んでい

ると思います。

ところが、私が聞いているのは、知事公約で少な

くとも全国中位の所得というように掲げたこの戦略

目標は、幾ら難しくても何らかのアプローチによっ

て、この公約がどのように、どこに今向かっている

のか。むしろ近づいているのか、遠ざかっているの

かというと、目に見える数字で言えば非常に厳しい

ですよ。先ほどのデータは本当に深刻だと。県民所

得の問題は公約になくても、今本当に若い世代の所

得の低さ、ここで山をつくっている。沖縄県で働く

人の一番高い山は99万円以下所得ですよ。50万円か

ら99万円の層が一番高い。これは日常的に私たちが

政治活動をしていても、若い世代からこのことに関

する相談がひっきりなしですよ。

この件については、予算特別委員会の総括質疑に

おいて、要調査事項として取り扱ってほしいと思い

ます。

今の質疑につきましては、要調査○上原章委員長

事項として取り扱ってほしいということですので、

本日の調査終了後に、その取り扱いについて確認い

たします。

玉城満委員。
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沖縄観光国際化ビッグバン事業につ○玉城満委員

いて質疑させていただきたいのですが、この中身は

プロモーション事業がほとんどですか。

沖縄観光国際化ビッグバ○前原正人観光振興課長

ン事業は、単年度の外国人観光客の誘客目標の達成

と新石垣空港や那覇空港の国際線ターミナルビルの

供用開始、それから新たに整備されますクルーズ・

ターミナルといったものによって海外からの誘客基

盤が整うことを踏まえまして、長期的な支援で海外

需要を開拓することを目的としております。内容と

しましては、航空会社の招聘やタイアップによるＰ

Ｒ、チャーター便の支援、ハンドリング支援、旅行

博への出店やセミナー開催といった海外向けのプロ

モーション、沖縄県の観光ブランドを向上させるた

めの広告支援、それから訪日中の観光客向けのプロ

モーション広告、このような事業内容となっており

ます。

文化観光スポーツ部長、代表質問の○玉城満委員

ときにも質問させていただいたのですが、この海外

で展開するプロモーションというものは、例えば、

委託先に皆さんが本当にチェックして、どこまで費

用対効果が出ているという認識はございますか。

個別に打ったプ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ロモーション個々のものがどのように反映されてい

るか、成果が上がっているかということはなかなか

判断が難しいところですが、評価の仕方としては、

外国の観光客がどのように伸びたか、あと海外の観

光客がどのように伸びたかでトータルとしてはその

検証ができます。現在のところ、外国の観光客が大

幅に伸びておりますので、一定の成果は上がってい

るのではないかと思っております。

一方、例えば北海道が24億9000万円○玉城満委員

も予算をかけなくても、沖縄県をはるかに上回って

いる部分があるわけです。その辺を見ると、どこか

ピントがずれてはいないかということを感じている

のです。なぜかというと、僕らがこの前マレーシア

を視察したときに、新聞一面にＭＩＣＥ沖縄とだけ

。 、 。書いている 向こうの人が見たら これは何ぞやと

ましてやマレーシアでＭＩＣＥ沖縄という広告を打

つということは、マレーシアの皆さんたちに、どう

ぞＭＩＣＥで来てくださいという話でしょう。広告

ですから、それはそうですよね。しかし、マレーシ

アの人たちがここにＭＩＣＥで来たら、ここでそう

いう体制ができているかどうかということは、皆さ

んはそこまで計算していないのではないかと僕は

思ったのです。そういうところで空振りしている広

告が多々あるのではないかと僕は感じているのです

が、その辺の認識はないですか。

まず、沖縄県の○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ほうで海外からのお客さんがふえてくることを見据

えて、どのようにして海外に戦略を打っていったか

ということですが、平成24年度に世界の15カ国、17

地域についてそれぞれ細かく調査をしています。こ

れはどういう調査かといいますと、対象としてはプ

レミアムＦＩＴということで、個人旅行の中でもあ

る程度の費用を支払ってくれるような方を対象に調

査をして、沖縄県に対するどれだけの認知があるの

か、この国の方々は沖縄県をわかっているのか、わ

かっていないのか、どういうイメージを持っている

のか。もしくは、旅行に行くときにどういうルート

で情報を入手して観光に行くような動きになってい

。 。るのか それぞれ細かく調査をして分析しています

台湾、マレーシアにそれぞれ合うような形で戦略、

プロモーションを打っていると。

例えば、沖縄県の認識、沖縄県の場所、沖縄県に

、 、対する認知の低いところに関しては まずゼロから

場所から始めないといけない。ですが、沖縄県の認

知はある程度来ている、ある程度わかっているとい

うところには、今までと違うような沖縄県の新しい

イメージを打っていく戦略をとらないといけないと

いうことですから、今、私たちがやっているそうい

うプロモーションというのは、平成24年度にやった

調査に基づいて―マーケティング調査と沖縄県のブ

ランディング調査というものをやっていますが、そ

れに基づいて、それぞれの国で違ったような打ち方

をしている。例えば、広告を打つときでも、若い人

をターゲットにしているところには若い人が見るよ

うな広告媒体を使ってやるというように、それぞれ

工夫しながらやっているところでございます。

僕がさっき言ったのは、マレーシア○玉城満委員

の新聞の一面にＭＩＣＥ沖縄で出して、効果はある

のですかと聞いているのです。ないから僕は指摘し

ているわけで、ハラール対策もできていないところ

にあの人たちが来ますかという話なのです。僕はど

ちらかといえば、こういう的外れなプロモーション

や広告を打つよりは、こちらのハラール対策にもう

少し全力投球をして、ああいうムスリムの人たちが

来られるような対策費に予算を注ぐことのほうが、

もっと沖縄県に来る外国人観光客の伸びにつながる

と思うのです。

なぜそういうことがわかったかというと、この前

たまたま沖縄県にマレーシアの人が来ていて、この
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。 、人はマレーシアの華僑の人です びっくりしたのは

ハラールというのは日本でも今苦戦している、ぽつ

ぽつとしかない。もし沖縄県にハラールの店が一挙

に100店舗になれば、彼らは確実に来ますよと。要す

るに、来始めたからつくるのではない。ハラール対

、応をさせることに最初かなり金がかかるのであれば

そこに沖縄県が支援をしていくとか、そういうとこ

ろをもう少し戦術的に、やはり少し軌道修正しない

といけないのではないか。余りにもプロモーション

がすかすかなような気がしている。

それともう一つ、今、実際マレーシアなどで沖縄

県を扱っている、企画して番組を制作している人た

ちがいるのですが、あの人たちが提案するほうがそ

の国民には非常にわかりやすいのです。日本人がつ

くる一方的な広告、プロモーションではなくて、現

地の人たちを沖縄県に行かせるためにはどうしたら

いいということを。やはり１回沖縄県に来て、この

ようにつくればいいなということをはっきり彼らは

認識している。なぜこういうところを拾って使わな

いのかということが、僕は納得いかない。だから、

大手広告代理店にお願いしますと言って―大手広告

代理店が今、調査をしています。そして、大手広告

代理店が莫大な予算をかけて、それをつくりますと

いうパターンが続いていませんかということが僕の

意見です。その辺のところはどうですか。

今、委員のおっ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

しゃったことは、私たちも非常に考えさせられると

ころがあって、別の国のものですが、プロモーショ

ンについていろいろ調べてみると、今おっしゃるよ

うな現地の企業を使うプロモーションをやっている

ところもあります。現地の方が日本、沖縄県に対し

てどのようなニーズ、関心を持っているのかという

ことがよくわかるということで、現地に委託してい

るパターンもあるようです。うちのほうもどういう

やり方でやっているのか、沖縄県の場合にはどうい

うやり方が好ましいのか、その辺は今しっかり検証

しているところです。

もう一つ、ハラールについては、私たちもこれか

らはもう東南アジア、ハラール関連抜きにして沖縄

県の観光振興は厳しいと思っています。今、既に民

間のほうで、幾つかのホテルとかでハラールの食事

を提供するところも出てきております。ですが、民

間の力ではまだ十分ではありませんので、次年度に

その予算をとってあります。どういうことをするか

というと、沖縄県でハラールの現状―どういう対策

がとられているのか、そして行政として何をすべき

なのか、民間として何をすべきなのか。そのあたり

をしっかり議論、役割分担をしながら、このハラー

ルの対策をしっかり打っていこうということで、次

年度からその事業を手がける予定です。

あと、先ほどあったＭＩＣＥの件を補足で答弁を

お願いいたします。

先ほど御指摘のありまし○前原正人観光振興課長

たＭＩＣＥのマレーシアにおける広告ですが、それ

は、新聞広告でリゾートＭＩＣＥ沖縄というものを

出したちょうどそのときに、インセンティブ・セミ

ナーということで、ＭＩＣＥの商品を扱う事業者向

けのセミナーを開催しています。それとあわせて、

沖縄県への招聘の働きかけを行っております。

これは、向こうで見たら明らかに、○玉城満委員

新聞をお読みになった皆さんに、ＭＩＣＥでぜひ沖

縄県に来てくださいと言っているようなものです。

ところが、今来てもらっても、あの人たちはここに

来られません。ＭＩＣＥという団体で沖縄県に来る

対策はどこでできているのですか。その辺もわかっ

て広告を一つ一つ打っていかないといけないという

ことが僕の主張であって、これは少し的外れになっ

ているでしょうという話です。これはチェックする

と、昨年も一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローで47億円ほどのプロモーションの予算が

あったではないですか。これは徹底的に皆さんが吟

味して、きちんと効果的にそういうプロモーション

がなされているかということを再度チェックしても

らわないと。例えば、他府県―特に北海道は、そん

なに予算を使わないでも、そのように来させる戦術

がどこかにあるわけです。だから、この辺はこれだ

け予算を使って、費用対効果としてもっと来るので

はないかというところ。そして、もっと来ると、や

はりムスリムの人たちは皆さん金持ちだと。結構若

い人でも１回沖縄県に遊びに来たら、三、四十万円

使うというのが当たり前の旅感覚を持っているみた

いなので、そういう人たちを迎えるための戦術をど

うすればいいか。

それともう一つは、地元を強化する予算をもう少

。 、しふやしていただけませんか 地元は強化しないで

外から呼ぶための予算ばかりがふえていって、こち

らに来ても地元はどこが拠点、観光地なのですかと

いうところ。観光地の整備をもう少し、文化観光ス

ポーツ部の中でこれだけ新規と継続予算の中で、ど

こに地元の観光を強化する予算がやられているので

すか。これは毎回言っていますよ。

今、特に海外観光客の増○前原正人観光振興課長
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加に合わせた受け入れ体制の強化ということで、海

外のカードが使えるＡＴＭの整備、あるいは外貨両

替機とかＷi―Ｆiに対する支援、それから観光施設

等の多言語表示、そういったものを受け入れの強化

としてはやっています。そのほかに多言語コールセ

ンターを設置しての情報案内であるとか、今年度は

外国人を受け入れる際の沖縄県の文化や生活習慣の

理解を深めていただくということでマナーブックを

策定しております。来年度におきましては、ムスリ

ムの観光客を受け入れるためのガイドブックの整備

も予定しているところでございます。

僕はこれは基本的なことだと思いま○玉城満委員

す。要するに、僕は何が言いたいかというと、海外

はどういう観光をしているかというと、例えば、文

化観光スポーツ部長もいろいろなところに視察に行

くと思うけれども、基本的に文化観光スポーツ部長

は、与那国から、八重山から、宮古、久米島、それ

で本島の北から南までの各観光協会に行って、ここ

はどういう観光のあれにしましょうかとか、何を売

りにしましょうかという話し合いをしたことはござ

いますか。

、○前原正人観光振興課長 各市町村の観光部署とは

、年度初めに今年度の沖縄県の取り組みということで

事業説明を個別にヒアリングという形で行っており

ます。それと宮古、石垣、それから久米島といった

ところで離島観光の振興会議ということで、行政と

観光協会、それから観光事業者の皆さんに集まって

いただいて、その課題と対策についての意見交換を

行っております。

要は、そこで課題が出てきたことに○玉城満委員

対して、予算を組んで取り組もうとする流れがある

のですか。ただ課題だけ聞いて、これをどうやって

予算化するかというような。

例えば、地域の観光商品○前原正人観光振興課長

の造成とか、人材育成の取り組みといったものを支

援する事業はございます。例えば、人材育成であれ

ば語学対応であるとか、あとは接遇マナーを観光関

連施設の皆様に対して、観光事業者が企画した人材

育成に対して講師を派遣するといった事業であると

か。あと、例えば商品開発をしたいというところに

対しては、アドバイザーを派遣する事業とかを行っ

ています。また、具体的にその地域の観光資源を生

かして商品化したいという場合には、事業を公募し

まして、提案があった市町村に対して商品開発の支

援も行っております。

とにかく、その観光というものはプ○玉城満委員

ロモーションするだけではなく、もう少し地元に予

算を、根っこを強くするという方向性でぜひやって

いただきたいと思います。

もう一つですが、おきなわ文化芸術・結の都とい

う構想ができましたね。この構想は、かなりスキー

、 、ム イメージということがあっていいのだけれども

文化観光スポーツ部長、僕は１つだけ思うのです。

こういうものを企画するに当たって、指定管理者と

いうことを基本に皆さん今やっていますよね。指定

管理者と言った時点で、やはりこれは厳しいものに

なるだろうと。やはりこれだけのものをまとめ上げ

ないといけないときには、その上に芸術監督である

とか、例えば、踊りの部分は踊り奉行とか、歌奉行

とか、芝居奉行であるとか、そういう人たちが専門

家というか、確実にいろいろなものとの連携をとれ

るというスペシャリストを上に置かないと―指定管

理者の中にそういう人たちを入れてやらないと、全

然スキルアップは図れないと見ているのです。今ま

でのいろいろな施設も含めて、いろいろなところの

文化事業を見ていて全てそう思うのは、では、今度

は向こうにさせましょう、こっちにさせましょうで

は安定性がまず提供できない。沖縄県を代表するよ

うな文化、芸能を見せるメッカとしてつくろうとし

ているところに、芸術監督であるとか、そういう奉

行がいないということは問題だと思うのです。その

辺を強化していただきたいと思うのですが、どうで

しょう。

今おっしゃるよ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

うに、劇場であったり文化活動といったものを担う

ときには、アーツマネージャーというものがすごく

大事です。今それぞれ県内に幾つかの劇場とかがあ

るのですが、思うように活性化しないところもあり

ます。今年度からアーツマネージャー育成事業とい

うことで、県内で座学をすることとあわせて、直接

県外の劇場に行って、そこでＯＪＴで学んでくると

いう事業もやっていまして、これについては県内の

劇場を運営している方々も対象に呼びかけて、今、

その事業をやっています。

それで私たちもアーツマネージャー、そういった

芸術監督みたいな、単なる箱物を維持管理するだけ

ではなくて、そこをどのように導いてマネジメント

していくかという人も大切だと思っています。そう

いう人材も育成しながら、考え方としては―できる

かどうかはわからないのですが、指定管理者の中に

そういう人材を位置づけていることを義務づけると

か、もしくは評価の対象にある程度入れていった形
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で指定管理者を選んでいくとか、そのあたり工夫は

今、委員がおっしゃるような方向でやっていきたい

と思っています。

それと、その芸能関係者、立方が国○玉城満委員

立劇場の舞台に１回出て、どのぐらいギャラがある

か御存じですか。

具体的に幾らの○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ギャラをもらっているかについては把握していない

のですが、厳しいものがあるということは聞いてお

ります。

これが基本なのです。立方が食べら○玉城満委員

れない、国立劇場でレギュラーで出ている人たちが

食べ切れない。ましてや、今度このように県民シア

ターみたいなものができてくるわけでしょう。その

ときに、今、県にお願いされていろいろな芸能で舞

台に立たれている方たちのギャラ―僕ももともと立

、たせていただいたことがあるのでよくわかりますが

非常に安いです。彼らが１カ月間、２カ月間稽古し

たのに、１日１万何千円とかその程度なのです。そ

、 、の辺を抜本的に変えていかないと こういうホール

シアターをつくったとしても僕は絶対長続きしない

と見ているのです。この中で、何十人も何百人も食

べていけるようなスキームをつくっていくことが文

化観光スポーツ部の仕事だと思っているのですが、

いかがなものでしょう。

このあたりにつ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

いては、以前から課題として挙げられています。い

ろいろな取り組みが必要だと思うのですが、先ほど

言ったようなアーツマネージャーを育成して、芸能

活動をする回数、収益の上がるような舞台をどのよ

うにつくって運営していくか、経営マネジメントが

できる人をどう育成していくかということも大切で

す。

あわせて今、どうしても沖縄県内だけで舞台を見

せるには、収益としてはまだ弱いところがあると思

います。それで観光客も対象にしてできるだけ舞台

を多く見せて、そこから入場料を取るといった、生

活できる、一つの仕事としてできるような環境をつ

。くっていくこともあわせて大事だと思っております

そのあたりは、トータル的な取り組みの中で対応に

取り組んでいきたいと思っております。

これは立方だけではなく、ここにか○玉城満委員

かわる全分野の皆さんが安定した給料をもらわない

と、最終的にはこの計画はスキルアップが図れない

と僕は思っているので、ぜひ頑張っていただきたい

と思いますので、ひとつどうぞよろしく。

玉城ノブ子委員。○上原章委員長

最初に、カジノ関連予算につい○玉城ノブ子委員

てお聞きいたします。これまで使ってきた費用の総

額は幾らになりますでしょうか。

。 、今年度の予算についても伺います 全国との比較

全国の予算の計上状況はつかんでいらっしゃるので

しょうか。

沖縄県では、平成19年度か○村山剛観光政策課長

ら統合型リゾートの予算を計上しております 平成19。

年度から平成25年度の総額で申しますと6901万6000

円です。そして、先ほど文化観光スポーツ部長も答

弁しましたが、基本構想の策定に要する費用といた

しまして、次年度は1742万7000円を計上しておりま

す。

他府県の予算の計上の状況ですが、過去のものは

わからないのですが、次年度にＩＲ関連の予算を計

上している自治体を述べますと、北海道がＩＲの可

能性調査といたしまして2000万円を計上をしており

ます。大阪府は昨年度からの継続事業として210万円

ほどを計上しています。これは大阪ＩＲ構想の基本

的なコンセプトづくりと聞いております。そして横

浜市は次年度1000万円。これはＩＲを含めて新たな

。戦略都市づくりの検討ということとなっております

長崎県は佐世保市と連携して、ＩＲを協議する協議

会の運営費として320万円ほど。それから千葉県がカ

ジノのメリット、デメリットの調査を行う費用とし

て500万円ほどです。

これまでどういう調査をなさっ○玉城ノブ子委員

てきたのでしょうか。今年度の計画についても伺い

ます。

まず、次年度に○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ついては1747万円を計上しておりますが、１つのも

のとして基本構想の策定を今考えております。内容

としては、設置コンセプト、設置類型、設置する機

能、納付金に関する考え方、懸念事項などについて

基本構想としてまとめる予定になっております。

これまでの調査ですが、沖縄県では平成19年度か

ら統合型リゾートを導入する場合の課題、対策等に

ついて検討を重ねております 平成19年度から平成20。

年度にかけては、カジノ・エンターテイメント検討

委員会での議論などを経て、沖縄県にカジノ・エン

ターテインメントを導入する場合のコンセプト、そ

れから懸念事項に対する基本的な考え方などについ

て検討することとあわせて、沖縄統合リゾートモデ

ルを構築しております。そして平成21年度には、こ

の沖縄統合リゾートモデルについて地域説明会を開
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催し、沖縄県の広報番組等で情報提供を行っており

ます。平成22年度については、超党派の国会議員連

盟での議論の進展を踏まえて、以前に構築した沖縄

統合リゾートモデルを見直すこととあわせて、その

経済効果を試算しております。平成23年度は、取り

まとめた内容をもとにシンポジウムや県内各地域に

おいて地域説明会を開催し、県民に統合型リゾート

について正確な情報提供を行っております。そして

平成24年度については、これまでの検討結果をもと

に論点整理、それからセミナーとかシンポジウムを

開催して、統合型リゾートの情報提供を行ったとい

う概況でございます。

沖縄県がカジノ誘致のために支○玉城ノブ子委員

出してきた金額は6901万6000円にまでなっているの

ですよね。これは他の都道府県と比較しても、沖縄

県は物すごくお金を支出しているわけです。カジノ

は今 刑法第185条 第186条 いわゆる賭博法になっ、 、 、

ているのですよね。カジノ合法化を前提にして、こ

れだけの莫大な予算をつぎ込み続けていることにつ

いて、皆さん方はどのように考えていらっしゃいま

すか。

まず、カジノを○湧川盛順文化観光スポーツ部長

組み込んだ統合型リゾートについては、これまで国

とか他の自治体においても調査研究が行われており

まして、さらにまた、昨年12月５日には法制化に向

けた関連法案が国会に提出されているということで

すから、沖縄県が産業振興の観点から導入の可能性

について調査を行うということは、特に法に抵触す

るものでもないかと思っております。

国会でどういう動きがあるにせ○玉城ノブ子委員

よ、やはり今カジノが賭博法そのものに違反するも

のになっているということ、合法化を前提にしてこ

ういう調査をやることそのものが私は問題だと指摘

をしておきたいと思います。

これとの関係で言えば、沖縄県はカジノについて

は県民合意が前提だと表明しているわけです。今も

その認識には変わりはないですよね。

、○湧川盛順文化観光スポーツ部長 導入に当たって

県民のコンセンサスを前提にするということについ

ては変わりはございません。

ところが、このカジノ導入につ○玉城ノブ子委員

いて、沖縄政策協議会の中で、カジノを含む統合型

リゾートの候補地に沖縄県を入れるよう要請したこ

とが明らかになっているわけですが、いつどこで、

この県民合意が成立したのでしょうか。

沖縄政策協議会○湧川盛順文化観光スポーツ部長

において、統合型リゾートの候補地として検討を要

請したというのは、正式に申請をするということで

はございません。知事が答弁したとおり、多くの自

治体が統合型リゾートの導入に強い関心を示してい

ることを受けて、沖縄県においても関心を持ってい

ることを伝えるために行ったということでございま

す。

これについては、私は到底納得○玉城ノブ子委員

はいかないと思います。県民合意が前提だとずっと

言ってきて、そして知事がこの沖縄政策協議会の中

で手を挙げたということになると、これは県民の間

からも、県民合意が前提だと言ってきたことが、県

民の合意が今成立していないにもかかわらず、こう

いう手法でいいのかという各界、各団体からの意見

が上がっているわけです。これについては皆さんど

のように認識しているのですか。

先ほども答弁し○湧川盛順文化観光スポーツ部長

たとおり、これは沖縄県に統合型リゾートを導入す

るという申請ではございません。あくまでもまだ法

律はできておりませんので、その前段として、沖縄

県についても統合型リゾートに関心があるというこ

とを伝えるために行ったということでございます。

この件については、予算特別委○玉城ノブ子委員

員会の総括質疑において 要調査事項として取り扱っ、

てほしいと思います。

今の質疑につきましては、要調査○上原章委員長

事項として取り扱ってほしいということですので、

本日の調査終了後に、その取り扱いについて確認い

たします。

玉城ノブ子委員。

雇用の問題について質疑したい○玉城ノブ子委員

と思います。

総務省が５年ごとに実施している就業構造基本調

査によると、沖縄県の非正規雇用の割合が1997年の

。27.8％から2012年は44.5％に上昇しているわけです

全国は24.6％から38.2％に上昇していますが、この

非正規雇用が急増している、全国と比較しても非正

規雇用の割合が高いという事態をどう認識している

のでしょうか。この要因はどこにあると思っていま

すか。

先ほどもお話しましたが、○小嶺淳商工労働部長

１つは、これは全国的に、あるいは世界的にそうだ

と思うのですが、相対的にサービス業が多いと非正

規雇用が多いという傾向はあります。かつ沖縄県は

、全国に比べるとサービス業が多いということが１つ

産業構造でいうと、そういうことが紛れもなくあり
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ます。

それともう一つは、これは正規雇用、非正規雇用

だけではなくて賃金の問題も含めて、ついこの間ま

でも求人倍率が0.3みたいな水準だったわけです。３

。人に１つしか仕事がない状態が続いていたわけです

そうすると、労働市場の中でも当然、企業と働く人

との契約という側面がありますので、この２つの理

由が非正規雇用が多い理由ではないかと思います。

沖縄県として非正規雇用を正規○玉城ノブ子委員

化に持っていくというための具体的な計画、いつま

でに非正規を正規化していくという具体的な対策、

計画というものはあるのでしょうか。

非正規雇用のパーセンテー○小嶺淳商工労働部長

ジをどうするとかという数字は、残念ながら今はな

いのですが、問題認識と政策の方向というものは、

全く認識は一緒であります。数値目標こそ定めてい

ませんが、産業振興でも割合―正規雇用が多い製造

業といったものを今後重点的に誘致していきましょ

う、あるいは商工労働部の担当でいいますと、情報

産業でも高度化といいますか、雇用形態、賃金とい

う面でもより高度なクラウド・ビジネスというとこ

ろに極力シフトしていきましょうと。それから地元

の製造業、誘致だけではなくて、それも今まで融資

という資金調達の方法がほとんどだったわけで、そ

れに対して出資も含めて、かつ地元の金融機関と共

同で、地元の金融機関に面倒をきちんと見させなが

ら、そういう地元の製造業を育てていくということ

も始めました。

もう一つ、産業振興という面ではなくて、雇用対

策という面でも経済界、経済団体に正規化のお願い

をしたり、それから、人材育成認証制度というもの

もやりましたし、あるいは若年者がより定着するよ

うに企業の側の意識改革、そういう仕組みをつくっ

てもらうことも今、力を入れてやっています。あと

は今回始まる基金事業、これも今までと違って、量

だけではなくて処遇の改善、企業をサポートしてよ

り正規雇用がふえる、あるいは賃金がふえる方向に

いくような事業とか。政策の方向性は、今までの雇

用という数から質といいますか、雇用環境のほうに

間違いなくシフトしております。

先ほど仲村未央委員も質疑して○玉城ノブ子委員

いたのですが、沖縄県の所得が100万円以下、150万

円未満、200万円未満がふえ続けているという状況を

全国と比較しても その150万円以下の所得階層 100、 、

万円以下の所得階層が多いということが、働く人た

ちのそういう環境―正規、非正規の雇用状況とも深

く関連していると私は思うのです。そういう認識に

ついてはどうですか。

そういう認識です。○小嶺淳商工労働部長

そういう意味では、働く人たち○玉城ノブ子委員

の雇用環境を変えていかないといけないと思うので

す。非正規雇用、労働者をどう正規化に持っていく

のかということに、皆さん方はもっと具体的な数値

目標を持って、そして正規化を図っていくための具

体的な計画と目標を持って進めていかないと。非正

規雇用はどんどんふえ続けているでしょう。具体的

に今まで皆さん方がどういう努力をしてきたのかと

いうことがやはり問われていると思うのですが、こ

れについてはどうですか。

さっきも少しお話ししたの○小嶺淳商工労働部長

ですが、個別に非正規雇用の数値目標をどうすると

いうことはなかなか技術的に難しい面もあると思う

のです。我々は計画の中でも、例えば、さっきお話

をしました人材育成の認証制度を始めますので、雇

用の意味で優良企業を何社にするとか、そういう形

の数値目標は設定しています。また重ねて申し上げ

ますが、雇用の受け皿も、より質のいいと言うと何

ですが、正規雇用だったり賃金、より労働条件のい

いような受け皿のほうにシフトしていく。それとも

う一つは、企業の経営側にもそういった雇用環境の

改善について求めていく。この２つの方向で今やっ

ているということでございます。

最近、皆さんは情報関連産業を○玉城ノブ子委員

ふやしてきているのですが、このコールセンターの

問題ですが、沖縄県が補助を出して誘致したコール

センターの正規雇用、非正規雇用の状況はどうなっ

ていますか。

沖縄県では、県内○慶田喜美男情報産業振興課長

に立地している情報通信産業の通信費を補助する事

業を実施しております。全体で263社余り立地してい

る中で、その支援事業を利用しているのは22企業ご

ざいまして、正規雇用の比率は約24％という状況に

なっております。

沖縄県が補助を出してコールセ○玉城ノブ子委員

、 。ンター 情報関連産業を誘致しているわけですよね

これについて、皆さん方は、その中での正規雇用を

高めていくという具体的な対策はやってきたので

しょうか。

今申し上げました○慶田喜美男情報産業振興課長

情報通信費の補助事業につきましても、基本的に利

、 、用企業に関しましては 一定数以上の業態に応じて

正規雇用者を含む常用雇用者を必ず一定数採用する
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ようにという条件を付しております。また、情報通

信関連産業、特にコールセンターを中心とする業態

につきましては、人材育成とかに非常に力を入れて

いる状況でありまして、県内の就業者の職業スキル

。 、の向上にも寄与しているところでございます なお

優秀な人材の確保の観点、またコールセンター業界

もＢＰＯとか、そのあたりの方向に進出して、なか

なか高度なビジネスを展開する形に移行しておりま

すので、優秀な人材を確保する観点から、正規雇用

に向けた取り組みを業界全体として今、取り組みつ

つある状況でございます。

皆さん方が補助を出して進出し○玉城ノブ子委員

てきた情報関連産業の中で、こんなに非正規雇用が

多いということは本当に大きな問題だと私は思うの

です。これが働く人たちの労働環境を非常に悪化さ

せていると見ないといけないと思うのです。そこで

の正規化を求めていくことは非常に重要な問題、課

題だと思うのですが、いかがですか。

コールセンター業界にも業○小嶺淳商工労働部長

界団体があるのですが、我々としては当然そこにも

正規化とかを要望しています。あと、沖縄県の政策

もそうですが、最近非常に人手不足になっていまし

て、ある面人材確保競争が始まっていて、まだ企業

名は申し上げられませんが、近々非正規雇用を全員

正規化しようという企業があるのです。そういう意

味では、人手不足になってきた面、プラスの面が出

てきています。

、 、 、賃金についても 先般 新聞にも出ていましたが

沖縄県の求人誌の企業が求人誌のデータを調べまし

たところ 対前年度 コールセンター関係で１年で12.、 、

何％でしたか、リゾートとか飲食業なども10％ある

いは９％を超えるようになっています。沖縄県の、

我々もそういう方向にもちろん行きますが、やはり

非常に人手不足、人の取り合いになっていまして、

そういう結果としても、今後改善されていくのでは

ないかと我々も思っております。

沖縄ＩＴ津梁パークは、正規雇○玉城ノブ子委員

用は大体どういう状況になっていますか。

現在、沖縄ＩＴ津○慶田喜美男情報産業振興課長

梁パークの中には18社の情報通信関連企業が立地し

ておりますが、1423名の雇用者がおります。そのう

ち正規社員は270名、約19％の正規雇用比率となって

おります。

沖縄県が土地を購入して、建物○玉城ノブ子委員

をつくって貸し出して、情報関連産業を誘致してい

るわけです。そういうところで８割が非正規雇用と

いう実態になっているわけです。これについて、皆

さんはどのように認識していますか。

沖縄ＩＴ津梁パーク、今の○小嶺淳商工労働部長

コールセンター、ＢＰＯが使っているものは、民間

でつくってもらって県が借りて、そっくりそのまま

入居企業から取っているということです。もちろん

土地代も含めて回収していますので、そういう意味

では沖縄県の負担は実質ゼロ、全部回収するという

仕組みでやっております。

そういう仕組みになっているか○玉城ノブ子委員

ら、非正規雇用のままでいいという意味ですか。私

はそれを聞いているのです。

そういうことではなくて、○小嶺淳商工労働部長

沖縄県の負担でやっている部分がそうではありませ

んということです。非正規雇用のままでいいという

ことはなくて、今後、正規化も含めて雇用の改善を

進めるような方向で、我々としても頑張っていきた

いと思っております。

沖縄ＩＴ津梁パークの正規雇用○玉城ノブ子委員

率がわずか19％という状況は、私は異常だと思うの

です。皆さん方がこれについて、これはおかしい、

この働く人たちの雇用環境をもっと引き上げていか

なくてはいけない、そのためには正規化を求めてい

かなくてはいけない。正規化していくために具体的

にどうするかという計画、考え方がないとだめだと

思うのです。そういう引き上げるための具体的な計

画、その考え方はございますか。

数値目標として非正規雇用○小嶺淳商工労働部長

、率を幾らにするという意味では持っておりませんが

考え方、政策としてはおっしゃった方向で我々も取

り組んでいるということでございます。

沖縄県が補助を出している、誘○玉城ノブ子委員

致している情報関連産業の非正規雇用率がこんなに

高いということについては、私は本当に問題だと思

うのです。働く人たちの雇用環境をどう守っていく

のか、そしてこの人たちの賃金についても、安定し

た賃金を保障させていくようにしていかなくてはい

けないと思います。そういう意味では、沖縄県が補

助を出して誘致している情報関連産業については、

正規化を義務づけていくというところまで、皆さん

方はきちんとした計画を持つことが必要ではないか

と思うのです。これは要綱なり条例なりで、しっか

りとその考え方と計画を明記していく必要があるの

ではないかと思います。

結論から言うと大変難しい○小嶺淳商工労働部長

お話だと思っているのですが、１つは、企業をそこ
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まで縛ることができるかという問題があると思うの

です。仮に条例とかで経済活動を。そういうことが

１つありますし、もう一つは、企業誘致はほかの県

と競争しているわけです。そういう意味で、これも

またいいとは言いませんが、現実にパートで働いて

。いるお母さんたちもたくさんいらっしゃるわけです

逆にフルタイムでは困る人たちもいるわけです。そ

ういう２つの側面があるものですから、一律に正規

、雇用が幾ら以上というものはなかなか難しいのかと

正直に言ってそのような感想でございます。

これについては質疑を終わりま○玉城ノブ子委員

すが、皆さんが補助を出して誘致している企業です

ので、そこで非正規雇用が８割という状況では、働

く人たちの雇用環境を守っていくことはできないと

思います。やはり正規化を求めていくことについて

は、きちんと沖縄県としてその方向性を出して取り

組んでいくべきだということを言っておきたいと思

います。

パーソナル・サポート・モデル事業というものが

ございますが、この内容について聞かせていただけ

ますか。

パーソナル・サポート・モ○又吉稔雇用政策課長

デル事業は、県内の厳しい雇用情勢のもと、非正規

就業や長期失業等によりさまざまな生活上の困難に

直面している方々を、パーソナル・サポーターとい

う面倒を見る人を配置しまして、付き添い型という

のですか 最後まで継続的に本人に適した支援を行っ、

ていく、生活面のいろいろな問題解決から、最終的

には就労まで支援していくという事業をやっており

ます。現在、グッジョブセンターおきなわ―泉崎の

ほうでその窓口を設置して、いろいろな就職困難者

の方々の相談を受けております。

今までの相談件数はどれぐらい○玉城ノブ子委員

ですか。具体的に今まであった相談内容はどうなっ

ているのでしょうか。どういう相談が多いですか。

平成25年度12月末の相談延○又吉稔雇用政策課長

べ件数は6897件、その中で就職まで結びついた方々

の人数が213名、就職率としては31.2％という状況に

なっています。

就労まで結びつけていくことが○玉城ノブ子委員

相談室のサポート事業の方針であるわけですね。こ

れは非常に重要で、6000件もの相談が来ているとい

うことは、それほど深刻な相談を抱えている。特に

仕事につきたくても仕事がない、なかなか探せない

という状況の中で この具体的なサポート事業 もっ、 、

と相談体制をしっかりとやっていく必要があると思

いますが、今は何名体制ですか。

現在19名のサポーターを配○又吉稔雇用政策課長

置―個別支援ですので、１人に長期間かかるわけで

す。そういうことで、現在は19名配置しています。

休憩いたします。○上原章委員長

午後０時５分休憩

午後１時23分再開

再開いたします。○上原章委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

儀間光秀委員。

では、文化観光スポーツ部にお尋○儀間光秀委員

ねをさせていただきます。

観光危機管理推進事業ですが、目的として観光客

の安心安全を確保するという課題に対応するため、

市町村、地域観光協会、観光業界と連携して観光危

機管理に関する先導的な取り組みを実施し、県内各

地に波及、拡大を図るとあるのですが、具体的な内

容について説明をお願いできますか。

次年度は7728万○湧川盛順文化観光スポーツ部長

8000円という予算を要求しておりますが、具体的に

やる内容については、まず１つ目には市町村、地域

観光協会、観光業界等と連携して、観光危機管理に

関する基本計画を策定するということです。それと

あわせて関係者との具体的な取り組みを推進すると

いうところです。

それからもう一つには、観光関係者などの携帯電

話に迅速かつ一斉に災害情報を配信するシステム、

もう平成23年度で既に構築しているのですが、それ

を訓練等で活用していくというものが主な内容でご

ざいます。

これまでの取り組みを継続すると○儀間光秀委員

いうことで、地域別のワークショップ等が継続して

いるということですが、基本的にどういったところ

に設置されているのか、そしてその役割。

現在、９地域１業種をモ○前原正人観光振興課長

デルケースとして位置づけまして、地域の関係機関

とのワークショップ、それから各地域、業種ごとに

年間３回ほど実施しています。ワークショップの内

容としましては、まず、その地域における観光客の

集積状況等の現状を把握するということと、あと、

震度や津波の高さ等の危機の想定を行いまして、次

に避難場所、避難ルート、避難誘導体制、情報収集

と発信の方法、そういったものを検討しまして、最

。終的には避難訓練を行うことを目的としております

９地域の場所。○儀間光秀委員

伊平屋村、東村、恩納村○前原正人観光振興課長
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から名護市にかけての地域、北谷町、宜野湾市、国

際通り、豊崎、宮古島、石垣島。あと、業種として

レンタカー協会です。

今答弁いただいた９地域、また、○儀間光秀委員

レンタカー協会とタイアップして進めているという

ことですが、観光客というものはどこに観光に行く

かわからないということで、この９地域では少ない

ような感じがするのですが、今後、地域を拡大する

という考え方はお持ちですか。

このワークショップは平○前原正人観光振興課長

成23年度から継続的に続けております。平成23年度

が計11回20団体、平成24年度が45回123団体、今年度

、は基本計画の策定段階にもう既に入っていますので

ワークショップそのものの回数は減ってしまったの

ですが、19回63団体が参加しています。来年度以降

もこのワークショップの取り組みは続けてまいりま

すが、こちらからの呼びかけも強くして、実施地域

を広げてまいりたいと考えております。

やはり観光施設、あるいはホテル○儀間光秀委員

とかにいるときに災害が発生して避難していくわけ

です。その誘導道路、避難道路、標識等の整備はど

うなっているかお聞かせください。

海抜表示の設置であると○前原正人観光振興課長

か、避難誘導表示の設置もあわせて、この３年間に

わたって行ってきております 例えば ワークショッ。 、

プで避難道と従来されているところを実際に歩いて

みると、なかなか交通の状況が厳しかったと。それ

で再度、避難の行程を変えた事例もあるということ

で、こういうワークショップを行うことと、あとは

避難誘導表示を設置することをあわせてやることが

重要だと考えております。

その標識の設置率は何％ぐらいに○儀間光秀委員

なっておられますか。

設置率という形での把握○前原正人観光振興課長

はしていないのですが、例えば、平成23年度は12カ

所で195枚の海抜表示、平成24年度が24カ所644枚、

それから、平成25年度が６カ所112枚ということで設

置しております 多分 それ以外にも―ワークショッ。 、

プを行っていない地域にも、そういうものが必要な

地域はあると思いますので、この地域をできるだけ

広げていきたいと考えております。

ぜひそうしていただいて、やはり○儀間光秀委員

観光をリーディング産業と位置づけていますので、

多くの観光客が今も入客、ずっと右肩上がりで推移

しているというデータが出ています、リピーターも

含めて。沖縄へ行って、いつ何どき災害が発生する

かわからない。そのときに観光地、あるいはホテル

にいたときに対応が立派だったという、また、そう

いうことによって、その方々が地元に帰って大きな

宣伝もしてくれると思いますので、今言う標識の設

置等、県内津々浦々チェックしていただいて、避難

も含めて、これは観光客だけではなくて沖縄県民も

含めて活用できると思いますので、しっかり今後と

も取り組んでほしいと思います。

次に、特例通訳案内士育成事業、実質研修、事業

実施期間が今年度からとなっていますけれども、今

。年度の研修に募集してきた人数をお聞かせください

今年度の実績でございます○村山剛観光政策課長

が、募集いたしまして、まず事前審査を行います。

これは一定の語学力があるかどうかを確認するとい

うことですが、事前審査を受験した方が英語、中国

語、韓国語を合わせて226名おりました。そのうち事

前審査に合格した者が、３言語合わせて140名おりま

した。そのうち、研修を受講している者は132名おり

ます。

これは具体的に定員というものは○儀間光秀委員

設定されていますか。英語、中国語、韓国語、その

他もあるかとは思うのですけれども。

特に毎年度ごとの定員は定○村山剛観光政策課長

めていないのですが、大まかな目安として、この事

業は今年度から平成29年度まで、３言語合わせて450

名の案内士を育成する事業でありまして、おおむね

単年度で100名ずつ養成を行うという計画でありま

す。

これは沖縄県に特定された案内士○儀間光秀委員

ですが、ほかに通訳案内士、国家試験になるのです

かね。あと地域限定通訳案内士等あるのですが、例

えば、この通訳案内士、あるいは地域限定通訳案内

士の資格を持っている方々の就労先というものは沖

縄県で把握されていますか。業界で結構ですので。

２月末現在でこの３種の通○村山剛観光政策課長

訳案内士に登録している方々は254名おります。その

うち通訳案内士、地域限定通訳案内士の就職状況に

ついては把握しておりません。特例通訳案内士につ

いても実態は把握していないのですが、通訳案内士

を申し込む研修申込書から見ると、既に就職してい

る方々、社会人とか、それから定年された方とか、

主婦の方が約８割を占めていると聞いております。

そして、ある企業によっては―これは旅行社です

が、企業研修の一環として、このような研修を受け

させていると聞いております。

まさしく今言う企業の研修の一環○儀間光秀委員
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として受けさせるということが、一番大事なポイン

トなのかと私は思っております。きょうも昼間、国

際通りに少し出たのですが、やはり観光客、中国、

韓国、台湾の方々が、逆に日本人より多い気がいた

しました。そういった意味では、案内士を今育成し

ないと、客がどんとふえたときに対応できなかった

となれば、印象が悪いと思います。定員の限定がな

ければなるべく―特例通訳士は免許の期限が平成33

年までですか、だから、その間に毎年度予算も計上

して募集人数をふやして、また研修資格を取る人が

ふえるように取り組んでいただきたいと思うのです

が、その辺の沖縄県の認識を聞かせてください。

平成25年度から平成29年度○村山剛観光政策課長

までの５カ年間で450名の特例通訳案内士を育成する

と申し上げましたが、私どもとしては、その５カ年

度までに目標の人数を確保しながら、先ほど儀間委

員がおっしゃったように、通訳案内士の方が、期限

つきの資格である特例通訳案内士から資格期限のな

、い通訳案内士や地域限定通訳案内士に移行するよう

その資格を取得するようにスキルアップ研修などに

取り組んでまいりたいと思います。

それと平成29年度以降ですが、育成期間が終わり

ましたら、観光客のニーズとか外国人観光客の動向

も見ながら、通訳案内士の育成数の見直しについて

検討していきたいと考えております。

この事業は、育成事業計画では平○儀間光秀委員

成25年度から平成33年度の９年間ですか。

事業としては平成25年度か○村山剛観光政策課長

ら平成33年度までですが、その中で、最初の５年間

は目標数である450名を着実に育成していくというこ

とです。残りの平成30年度から平成33年度までは、

先ほど申しましたが、当然資格が平成34年度以降切

れますので、資格期限のない通常の通訳案内士や地

域限定通訳案内士に移行できるよう、特例通訳案内

士をスキルアップさせるような研修に取り組んでい

きたいと思います。

ぜひ今おっしゃったことを実現し○儀間光秀委員

ていただいて、観光入客数と同時に外国人の入客数

もふえるということで皆さん各種事業に取り組んで

いると思いますので、しっかりその辺の人的育成、

人の育成というのが大変重要になってくると思いま

す。また、無資格で案内すると罰則も受けるという

法的な部分もありますので、そういう方が発生しな

いように、しっかり沖縄県でもフォローして、ある

いはまた、こういう事業があるということをさらに

沖縄県民に周知するように取り組んでいただきたい

と思いますが、その辺、もう一度。

この制度は、今○湧川盛順文化観光スポーツ部長

まで全国版となっている通訳案内士、それから地域

限定通訳案内士、それではなかなか沖縄県の外国の

観光客の伸びにはついていけない、絶対量が足りな

いということで、特例措置として沖縄県に認めても

らったものです。私たちとしては、できるだけそう

。いう観光客の対応に追いつくようにやっていきたい

そして、それをすることによって、やはり観光客へ

、のサービスの質の向上というものが保たれますので

先ほどあったような、例えば無資格でそういうこと

をやることがないよう、私たちも今、業界に対して

周知徹底をしているところです。そういうことで、

この事業を通して外国人観光客の満足度の向上を高

めていきたいと考えております。

喜納昌春委員。○上原章委員長

最初に商工労働部に一、二点お聞○喜納昌春委員

きしたいと思います。

今度新しく予算がついておりますが、沖縄工芸産

業振興拠点施設（仮称）整備事業、1028万3000円に

ついて、どういう状況か教えてください。

沖縄県は、ある意○金城陽一ものづくり振興課長

味全国でも有数の工芸立県でございます。京都、新

潟に次いで第３位の伝統的工芸品を抱える県で、た

だ、長期的にわたりまして、ライフスタイルの変化

等によりまして工芸産業はかなり落ち込んでおりま

す 昭和57年の57億円から 直近で言いますと平成23。 、

、 、年度までで33億円と かなり落ち込んでおりまして

、 、その産業振興をどうするか 建て直しのために現在

工芸産業の拠点となっております沖縄県工芸振興セ

ンターの機能をさらに拡充しまして、販路拡大、あ

るいはインキュベート施設とか、そういった機能を

新たに兼ね備えた施設をつくろうという事業でござ

います。中身につきましては、次年度、基本計画を

策定するために999万3000円、それから、私どもの庁

費として旅費を29万円の計1028万3000円を計上して

いるところでございます。

落ち込んでいった背景はどうなの○喜納昌春委員

か。需要の問題を含めて、いろいろな背景があると

思うのだけれども。

工芸につきまして○金城陽一ものづくり振興課長

は、全国的に生活様式の変化というのが多うござい

ます。着物をつけなくなったということが大きな背

景でございまして、それから、少子高齢化で着物を

つける人たちがなかなか外に出にくくなったという

こともあろうかと思いますが、そういう意味では、
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ライフスタイルの変化というのが一番多うございま

す。ただ、工芸の中でも沖縄県の中で、例えば、琉

球ガラスについては比較的伸びているのですが、た

だ、特に帯、着尺の染め織り―沖縄県は工芸の中で

も染め織りが主体でございます。紅型等12品目が我

々の主力ですが、帯、着尺の部分が沖縄県内でもな

。かなかつけられないということが背景にございます

あと、これは商工労働部ですが、○喜納昌春委員

ただ、浦添とか具志川の職業訓練学校との関係もあ

るかと思ってお聞きします。沖縄県における、かつ

ては当然瓦家が主流の時代もあって、ただ、今日的

にはいろいろな景観云々からしても土木建築部あた

りでは、ある意味では景観条例の規制と関連しなが

ら事業もあるのですが、この瓦職人、伴ってしっく

いのことを含めて 瓦家でつくることはなかなか減っ、

てはきているけれども、職人が少ないこともある。

逆につくる場合は相当待たないといけないとか、そ

ういったこともあるので、職人の育成とか、この辺

のことについての現状等があれば。

瓦職人につきまして○伊集直哉労政能力開発課長

は、平成18年に沖縄県琉球赤瓦漆喰施工協同組合と

いうものが設立されております。これは、現在の名

工２名を含む16名の方々で設立されておりまして、

現在まで施工技術の管理、技能者向け講習会等の活

動が行われています。

一方、同組合において、沖縄県が認定する琉球赤

瓦施工技能評価試験を実施しております。平成19年

度から開始しているのですが 平成19年度から平成24、

年度までに瓦ぶきの作業において16名、しっくい塗

りの作業において24名、合計40名が技能評価試験に

合格しております。

ぜひ力を入れてくださいね。○喜納昌春委員

それと関連しながら、グスク群が世界遺産になっ

て、それ以前にも、例えば今帰仁とか、読谷とか、

勝連とか、中城もそうですが、城の石工の問題です

よ。このことについては細々と、いろいろな若い皆

さんも好きな人たちがやってはいるのだが、やはり

世界遺産にもなって中国を含めて観光客もどんどん

ふえてきているので、その辺の労働者、そういう職

。人の需要も高まってはきても減ることはないと思う

だから、育成しておかないと、逆に世界遺産を持っ

ていても職人は県外へということもあり得るかもし

れないので、この石工の現状についてどうなってい

るのかと思って。

石工につきましても○伊集直哉労政能力開発課長

同様に、これは平成５年に沖縄県石材事業協同組合

が設立されております。この際も、現代の名工１名

。を含む５名の職人によって設立がなされております

現在までに人材育成ですとか、技能継承にかかる取

り組み等が進められているところです。平成９年か

ら同組合が沖縄県職業能力開発協会の委託を受けま

して、国家検定である石材施工技能検定試験を実施

。 、しております 平成24年度までに石張り作業で87名

石積み作業で32名、合計119名の石材施工技能者が誕

生しているところであります。

わかりました。ぜひ力を入れて、○喜納昌春委員

そういった需要にも応えられるように職人をつくっ

ていただきたいと思います。

それから 観光文化関係で 今度 文化観光スポー、 、 、

ツ部長、2646万円のしまくとぅば普及についての事

業がついていまして、これについて具体的に聞いて

おきましょう。しまくとぅばの読本をつくっていく

ということですが、一般、代表質問でもあったので

すが、どういった構想なのか簡潔に答えていただけ

ませんか。

、○湧川盛順文化観光スポーツ部長 私どもで今年度

しまくとぅばに関する県民意識調査をしたところ、

この普及啓発の方法として、学校の総合学習などで

の実施というものは７割を超えていました。いわゆ

。る学校現場での普及が大切ということでございます

それで今回、この読本として小学校５年生、中学校

、 、２年生 これは１学区―５年生で全県で１万8000人

中学２年生もおおむね１万8000人、３万6000人を対

象に作成、配付する予定でございます。

具体的内容としては、この北部、中部、宮古、八

重山、与那国の５圏域のしまくとぅばを比較できる

ような読本をつくっていくという考え方を持ってい

ます。もう一つは、それをつくっても、やはり学校

現場で教えるということが課題になりますので、先

生方も教えられるように、また、児童生徒も学べる

ように、この音声、ＣＤ等も一緒につけてやるよう

な方法で今、検討しているところでございます。

５圏域を比較できるようにという○喜納昌春委員

ことで、それは大事だと思います。これはもう教育

委員会とも常にタイアップしながら進めていくとい

うことで。これは小学５年と中学２年にする何か理

由がとりわけあったのですか。むしろ小さい小学１

年、小学２年のころがよいのではないかと思ってい

るのですが。

まず、５年生は総合学習○大城直人文化振興課長

で、５年生と中学２年生でそういう位置づけのカリ

キュラムがあるようなことを聞いております。
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教育委員会との調整でね、わかり○喜納昌春委員

ました。

それと、例えば老人クラブとか、婦人会とか、い

ろいろな組織の集会へ行くのですが、沖縄県を含め

て、文化観光スポーツ部長もそうだが、いろいろな

意味で努力する。チュウウガナビラだとか、いろい

ろやるのだが、なかなか翁長那覇市長のようにはい

かないな。みんな、ウトゥルサヌハジカサして。玉

城満さんのようにもいかないし。だから、そういう

意味では、そういう団体との連携は大事だと思うの

です。僕は老人クラブ大会にも行くのだが、会長を

含めて、やはり年配者の皆さんがやらないのだ。だ

から、そういう意味ではできる部分からやっていく

ということが大事ではないかと思うのです。組織と

いうものは大きければ大きい組織ほど連携が必要だ

と思うのですが、この辺はどうでしょう。

、○湧川盛順文化観光スポーツ部長 御指摘のとおり

やはり私たちも今、しまくとぅばを広めるために、

まず県民運動という形でやりたいということです。

県民運動として機能させていくには、やはり幅広く

、 、使っていただくということで 委員御指摘のように

各組織とか団体との連携というものは不可欠だとい

うことで、それで今年度、航空会社を中心に18の企

業にしまくとぅばをできるだけ励行してほしいとい

うことで取り組んできました。結果として、ＪＴＡ

が機内アナウンスでしまくとぅばを取り入れている

と。これは宮古、八重山、それぞれ違った言葉で、

その地の言葉でアナウンスするような取り組みも見

られます。

また 次年度は その辺で流通であるとか 今あっ、 、 、

たような会合、関係団体、そういうところにも要請

を引き続きやっていきたいと考えております。

機内で流すのは上等。あと、これ○喜納昌春委員

は余談だが、例えばキャビン・アテンダント―ＣＡ

が宮古、八重山の場合でもウチナーの方言が出てい

たということで、逆に市町村の議員が、八重山、宮

古ではウチナーグチの方言を使ってもわからんぞと

言って教えたという話をやっていました。せっかく

ＣＡはウチナーグチを使ったつもりだが、いや、ウ

チナー、本島の方言でやるという格好でという話も

ありまして、この辺を含めて、いらっしゃいませと

か何とかということについては、宮古、八重山とか

なってくると微妙に違うものがあるから、この辺は

またひとつ普及していただきたいと思います。

それから、例えば施設の中での、僕はこの前福岡

へ行ったのですが、博多弁とかをやって、ＤＶＤも

出しながら言葉も出してとか、施設によってはある

のですよ。だから沖縄の場合でも博物館・美術館と

か、あるいは平和祈念資料館とか、特に人々が来る

、部分についてはウチナーグチも出してということで

こういった施設の中ではどうでしょうか。

先ほど文化観光スポーツ○大城直人文化振興課長

部長が答弁したとおり、まず交通機関で取り組みを

強化してまいりました。また、観光施設においても

できるよう、あらゆる可能性を検討してまいりたい

と思います。

観光との関係で、代表、一般質問○喜納昌春委員

でもどなたかがやっていたのだが、とりわけイスラ

ムとの関係で ハラールは今 玉城満委員からもあっ、 、

たのですが、状況を見ながらということで文化観光

スポーツ部長は答弁なさったのですが、新しくでき

た新国際線ターミナルとか、あるいは宮古、八重山

でもそうだと思うのですが、イスラムの皆さんは―

僕らもシンガポールとかあの辺に行けば、あそこで

二、三時間待っていたら、あれは何時間置きにある

のか、ある方向に向かって礼拝をしますよ。けさも

ニュースで少し出ていたけれども、どこかの空港で

礼拝室がありますという報道をやっていました。

沖縄県の場合は、そういった状況を見るのではな

くて、とりわけそういった皆さんが沖縄県に行けば

あるという意味でのものを、ぜひここでできますと

いうやつを整備すべきだと思うのです。状況を見て

云々ではなくて。観光立県の沖縄県だからどの県よ

りも率先して、この辺もぜひ状況を見るのではなく

て、早目に沖縄県ではこうやっていますということ

を口コミでも、このイスラム関係の皆さんができる

ように。琉球大学のところに自治会があるのだが、

そこにイスラムの皆さんの礼拝場があるのです。わ

かる人もいると思うのですが 普通のプレハブでやっ、

ているのです。いずれつくるということらしいので

すが。そういう意味では、ぜひ要望を兼ねて、再度

文化観光スポーツ部長からその辺を前向きに、これ

は状況を見る云々ではなくて、むしろ早目にやるべ

き。

それは御指摘の○湧川盛順文化観光スポーツ部長

とおりで、もう既に国内でも成田国際空港、関西国

際空港、中部国際空港、あと新千歳空港、そういう

ところで礼拝場が既に整備されております。先ほど

も午前の質疑の中でも私は答弁したところですが、

やはり沖縄県ももうムスリム圏域の観光客を避けて

通れない現状ですので、それで次年度、ムスリム関

連の受け入れ体制の整備ということで事業予算を組
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んでいます。その事業を通して、沖縄県内でもそう

いったムスリム対応のムードをまず盛り上げていっ

て、空港ターミナルでも今後ぜひ必要となってくる

と思いますので、関係部―企画部が今担当している

のですが、そことも連携しながら、できるだけ整備

。できるように取り組んでいきたいと思っております

これも観光との関係で、文化観光○喜納昌春委員

スポーツ部長、僕はシンガポールか、ニュージーラ

ンドか、オーストラリアだったか定かではないのだ

が、少なくともこの国に外国から観光客が来ていま

すということで、空港のところで国旗を立てている

のだよ。今、我が国には、この国々の皆さんが来て

いますということでの歓迎だな。この国には今何カ

国の皆さんが入っていますという意味での表示があ

る国があるのだ。シンガポールだったかなと思うの

だが。そういう意味では、観光立県の沖縄県、とり

わけ今度は50万人を超したのか、全国的には1000万

、 。人を超したということで それも言っていたのだが

観光立県の沖縄県であればこそ、外国からいろいろ

な皆さんがこのように沖縄県に来ていますという敬

意を表する意味で、こういった努力もいかがかと思

うのだが、どうですか。

おっしゃるとお○湧川盛順文化観光スポーツ部長

り、外国の観光客が沖縄県に到着して、すぐ自分た

ちが歓迎されているというような歓迎のムードをつ

くっていくことは非常に重要だと思っております。

ただ、その中で、その方法として国旗がいいのか、

もしくは、いわゆるウエルカムみたいなものをいろ

いろな言葉で看板に織り込む、もしくはアナウンス

でやるか、どちらがいいのか。やはり国旗について

はいろいろな国と地域とかで上げにくいところも

あったりするので、その辺、歓迎するあらわし方に

ついては 今後検討しながら対応していきたいと思っ、

ております。

ぜひその辺は検討いただきたいと○喜納昌春委員

思います。

それから今 ウエルカムのことで表示の問題 さっ、 、

きもあったのですが、韓国とか中国とか、これはほ

とんど歓迎がある。僕は、例えばとりわけ南米との

関係で、お互いブラジルとか、アルゼンチンとか、

ペルーとか、ボリビアとかの関係で、最近は英語が

中心であるけれども、向こうの３世、４世について

は日本語とか、あるいはウチナーグチはわかるのだ

が、日本語はわからんという方もほとんど。言葉は

できなくてもウチナーグチならいいさという。だか

ら、逆に沖縄的にはスペイン語とか、ポルトガル語

とか、他府県よりも３世、４世、この皆さんは、顔

かたちではまさにスペイン人、ポルトガル人だなと

思っても、ウチナーンチュという気持ちでいけば、

そういう誇りを持っていますよ。

だから、沖縄的には、さっき文化観光スポーツ部

長が歓迎と言ったところでは、スペイン語もポルト

ガル語も、英語オンリーではなくて、むしろ沖縄的

にはその３世、４世にもますます親しみとウチナー

ンチュだというものを持たせる意味では、沖縄県は

率先してスペイン語もポルトガル語も表示する検討

をやっていただきたいという願望を含めて、文化観

光スポーツ部長の所感をいただけますか。

それもやはり重○湧川盛順文化観光スポーツ部長

要なことだと思います。私たちは観光客を迎える側

として、満足して帰っていただくということからす

ると、そういう歓迎の意をあらわすことはすごく大

事だと思います。私たちも今、一般財団法人沖縄観

光コンベンションビューローの中の観光情報、ウエ

ブをつくっているのですが、その中におきなわ物語

というものがあって、そこの中では10言語、その中

にはスペイン語、ポルトガル語も入れて情報発信を

。 、 、しております ただ これではやはり弱いですので

あくまでも情報発信ですので、空港とか観光客が一

番中心に訪れるところでどこまでの言語を広げるか

少し難しいところもあるのですが、できるだけ可能

な限りそういった歓迎の意をあらわすような表現の

仕方、この辺については工夫して取り組んでいきた

いと考えております。

文化観光スポーツ部長、要望だ○喜納昌春委員

が、博物館・美術館は皆さんの管理だよね。入客

、 。者をふやすということもあるのだが これは要望

米国のメトロポリタン美術館に行ったときに、学

生とか美術関係はフリーなのだ。自由に来て勉学

できる。だから、沖縄県も学生を含めて美術関係

の皆さんはフリーで来られるような、そういった

ことも教育委員会あたりともタイアップしなが

ら、専門家の、生徒のころから高めていく、それ

。 、をぜひ検討いただきたいと思います あそこでは

美術関係の皆さんはパスを持って自由にいつでも

入れるわけだ。これは要望で終わっておきます。

ありがとうございます。

砂川利勝委員。○上原章委員長

それでは、観光から、世界に通用○砂川利勝委員

する観光人材育成事業の内容を説明してください。

沖縄を訪れる国内外の観○前原正人観光振興課長
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光客が満足する質の高いサービスを提供できる人材

の育成確保を図るために、沖縄県内の観光関連の企

業がみずから企画、実施する研修事業に対する支援

というものがまず１つです。それから、管理者向け

に意識啓発のセミナーも行っております。また、平

成26年度の新たな取り組みとして、観光関連企業の

従業員の語学力をより習得、促進させるために、企

業が外国語の能力にたけた人材を採用する場合にそ

の人件費の４分の３を上限に助成する、そういった

事業内容になっております。

１億1000万円余りありますが、人○砂川利勝委員

、 。数というか 規模はどの程度を考えておられるのか

70社に対して900名を想定○前原正人観光振興課長

しております。

これは継続してやっているのです○砂川利勝委員

か、それとも新規ですか。

継続事業でございます。○前原正人観光振興課長

継続ですから、これまでやってど○砂川利勝委員

ういう成果があったのか。

研修後にアンケート調査○前原正人観光振興課長

を実施しております。その中で、自社のチェックに

おいて、外国語の能力が上がって研修成果が出てい

ると回答した企業が25社、実際の現場に生かされて

いると回答した企業が７社等、受講企業、実施企業

において今後も取り組みたいという評価を得ており

ます。

最初に聞けばよかったのですが、○砂川利勝委員

これは何年継続して、どのぐらいの予算をつぎ込ん

だのですか。

平成24年からやっており○前原正人観光振興課長

まして、平成24年が２億5000万円、平成25年が9000

万円、平成26年が１億1000万円、約４億5000万円に

なります。

それだけつぎ込んで、結果的には○砂川利勝委員

いい、もっと継続したいとか、いろいろ方向が出て

いるということですので。やはり費用対効果という

ものは行政に求められることですので、しっかりと

また人材を伸ばしてほしいと思います。よろしくお

願いいたします。

次に、観光誘致対策事業はどのようなことをして

いるのか、説明を求めます。

この事業は、国内外から○前原正人観光振興課長

本県への観光誘客を促進するために、航空会社であ

るとか、あるいは旅行会社、観光協会等、観光関連

業界、あと市町村などと連携した誘客プロモーショ

ン活動を実施するとともに、メディアを活用した広

報宣伝などを行っております。

これは市町村ともタイアップして○砂川利勝委員

いるのですよね。では、先島はどのような対応をし

たのですか。

例えば、八重山圏域の関○前原正人観光振興課長

連では、ビジット・ジャパン（ＶＪ）地方連携事業

というもので、台湾の代表的なメディアを招聘しま

して、新石垣空港、西表島、由布島、竹富島、与那

国などを番組で取り上げております。来月９日、４

月９日に台湾で放送される予定となっております。

宮古はないのですか。○砂川利勝委員

この観光誘致対策事業と○前原正人観光振興課長

いう中ではないのですが、別の事業の中で、宮古の

商品造成等も行っております。

今年度はどういう流れになります○砂川利勝委員

か。今年度も引き続き同じことをやるのですか。

平成26年度も同じような○前原正人観光振興課長

形の入客プロモーション、航空会社、それから旅行

社、市町村との連携という形で行っていきたいと考

えております。

ぜひいろいろな方面に出かけて○砂川利勝委員

いって、アピールをしていただきたいと思います。

次に移ります。沖縄型リゾートダイビング事業の

中身と、どこでやるか説明してください。

これは、安心安全なダイ○前原正人観光振興課長

、 。ビング環境を提供するための 受け入れ体制の整備

もう一つは、世界に通用する沖縄型リゾートダイビ

ングを構築して、さらなる誘客を図るということで

―具体的には、受け入れ体制の整備の中では、経営

者層やガイドダイバー、こういった方々に対してセ

、 。ミナーを行ったり 人材育成事業を行っております

それから、専用サイトを設けまして誘客を図るとと

もに、プロモーションツールの作成を行っておりま

す。また、来年度は沖縄県における世界レベルのダ

イビング旅行博の開催として、ダイビング・リゾー

ト・トラベル・エクスポというものを沖縄県で開催

することになっております。これによって、沖縄県

のダイビングを世界に認知させようという取り組み

でございます。

多分、石垣島のダイビングは世界○砂川利勝委員

的にも評価が高いと思うのです。国内でも多分評価

が高いと思うのですが、その石垣島に対しても何ら

かの予算がつくのですか。

人材育成事業等は、事業○前原正人観光振興課長

者が希望して応募していただければ、受講は可能で

ございます。
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石垣島は行ってみたい島で世界で○砂川利勝委員

もランクが上位ですが、やはりダイビングも含めて

一層、県も市も含めてＰＲしていただければありが

たいと思います。

次に移ります。離島振興活性化促進事業の中身を

教えてください。

この事業の主な取り組み○前原正人観光振興課長

としましては、まず１つ目には、本島周辺の小規模

、離島へメディアや旅行者等を招聘するということで

そこのＰＲをすると。離島の魅力あるコンテンツを

集めた、商談会の場となる離島コンテンツフェアと

いうものを開催しております。

それから、離島の誘客のために駅などを活用した

交通広告、航空会社と提携したキャンペーンを実施

しております。このような事業展開の中、八重山に

ついては好調な八重山観光を安定的に持続させるた

めに、地元の観光協会と連携しまして、これまでは

新石垣空港の周知を図るということがプロモーショ

ンの主体でしたが、本土―石垣路線の安定化を図る

ためのプロモーション、それから、先ほどのダイビ

ングもそうですが、特定の目的を持った層へのアプ

ローチ等を強化したいと考えています。

竹富と石垣は観光は好調だと思う○砂川利勝委員

。 、 。のです ただ 与那国が若干観光が落ちているのす

これについて、今の離島振興活性化事業を活用して

何らかの方法をとれないですか。

竹富、あるいは小浜、与○前原正人観光振興課長

、 、那国 波照間といった石垣島周辺の離島については

その島の持つ観光資源を活用しつつ、離島で宿泊を

伴う商品開発―例えば、星空の鑑賞体験ツアーであ

るとか、与那国であれば競り市場の見学ツアーであ

るとか、そういったものを商品化して誘客に努めて

まいりたいと考えております。

ぜひ与那国に力を入れていただき○砂川利勝委員

たいと思います。それで、飛行機が来年度から多良

間と波照間を飛ぶのです。多分、波照間は今でも結

構人気がある島なのですが、多良間島に対してもう

少しＰＲをしてほしい。せっかく飛行機が飛びます

ので、そこについて何らかの手を打っていただきた

いと思うのですが。

沖縄県では、年に２回離○前原正人観光振興課長

島観光振興会議を開いておりますが、宮古地域でい

つも課題になるのは、宮古島から多良間へ観光客を

持っていく方法はないのか、あるいは石垣から多良

間、こういう方法がないかということです。そこも

観光協会同士のタイアップでいろいろ商品開発をし

ていこうという話はしているのですが、具体的に旅

行者を巻き込んで、旅行者がつくる商品、それを造

、 、成する それを支援するメニューもございますので

ぜひ御提言のあります多良間の商品も働きかけてい

きたいと思っております。

、○砂川利勝委員 飛行機がせっかく再開しますので

赤字でまた閉鎖にならないように、ぜひ文化観光ス

ポーツ部の皆さんの力をかりたいと思います。

それでは、石垣に芸能会館とか野外のミュージッ

、 。クスタジアムとか そういうものが余りないのです

雨が降るたびに大変支障を来していて、いつも手づ

くりの舞台みたいなものをつくってやっているので

すが、これから100万人とか150万人とかを目指す町

ですので、そういう芸能会館かミュージックスタジ

アム、どっちでもいいのですが、何らかの形でこう

、 、いうものを建設して もっと観光客に喜んでもらう

また、伝統文化を守る。そういう方向性が見出せな

いのか、答弁を求めたいと思います。

沖縄県では、まず平成21○大城直人文化振興課長

年に老朽化で閉館しました沖縄県立郷土劇場にかわ

。 、る施設のあり方について検討を行いました そして

将来的には新たな沖縄県立郷土劇場を整備すること

を展望しつつ、当面は浦添市の国立劇場おきなわを

中心に、県立の芸能シアターを設置することとして

おります。委員が提案しています芸能会館とか屋外

スタジアムについては、石垣市―地元からの要請は

今のところありません。要請等があれば、市民会館

もございますので、その辺の稼働率、屋外施設の稼

働率を検討しながら、情報交換、意見交換を行って

まいりたいと思います。

もちろん市民会館はありますよ。○砂川利勝委員

市民会館でやるのと、芸能会館、そういったスタジ

アムでやるのとは少し意味が違うと思うのです。や

はりそこは市民会館があるからいいのではなくて、

そういうものもつくっていくことが一つの観光の起

爆剤にもなるでしょうし、地域の格差是正という点

では、すぐ要請させますので対応してください。よ

ろしくお願いします。

それでは、観光はこれで終わりたいと思います。

最後に、商工労働部で県産品拡大展開総合事業の

内容を説明してください。

県産品拡大展開総合○玉城恒美国際物流推進課長

支援事業の概要について御説明したいと思います。

県産品の本土マーケットへの販路拡大を主たる目

的としております。北海道から九州まで全国の量販

店、それから高級百貨店、スーパーマーケット等、



－288－

およそ年間700店舗で県産品のフェア等を開催してお

ります。県産品だけではなくて、観光とあわせたＰ

Ｒ、フェア等を開催しておりまして、基幹店では副

知事にも行っていただく、一般財団法人沖縄観光コ

ンベンションビューローの会長にも同行していただ

く。それから、ミス沖縄、ミス泡盛等にもお願いし

て、全国でＰＲ活動をしております。そのフェアの

際にあわせて、地域地域のメディアも訪問して、事

前にテレビ、新聞等でも沖縄県の物産と観光を同時

にＰＲするという活動をしております。それと、市

町村も一緒に参加いただいて、石垣市も、北谷町等

も参加いただいてトップセールスをしていただいて

おります。

それと、そういうフェアだけではなくて、見本市

が東京で割と多く開かれますが、そちらにも出店を

して 沖縄県内の生産者メーカー等と本土のバイヤー、

とのビジネスマッチング等もしております。また、

アンテナショップを東京、首都圏を中心に沖縄県内

の商社が幾つか持っております。そちらでもテスト

、 、 、販売をやったり 市町村とタイアップして 例えば

南北大東村、それから名護市、うるま市等もそこの

アンテナショップを活用して、地域の特産品をＰＲ

しております。沖縄県としても支援をして、一緒に

県産品の販路拡大を図っております。

大変いいことだと思います。地元○砂川利勝委員

の商工会青年部が結構これに取り組んでいて、石垣

もかなり頑張っていると思います。やはり特産品を

より多く広めて、地域活性化につなげていきたいと

いう思いがありますので、今後とも支援をしていた

だいて伸ばしてほしいと思います。よろしくお願い

します。

終わります。

座喜味一幸委員。○上原章委員長

よろしくお願いします。まず、○座喜味一幸委員

1000万人観光目標、その中で小規模離島を含めた離

島観光の目標値、具体的に地域ごとに設定をして取

り組んでおられますか。

沖縄県の目標値は設定して○村山剛観光政策課長

おりますが、地域ごとの目標値は正確には把握して

おりません。ただ、石垣については、目標値は105万

人と聞いております。

。○座喜味一幸委員 地元の宮古はいかがでしょうか

まだ宮古島市の実態を確認○村山剛観光政策課長

していないのでわかりませんが、数値については公

表されていないようでございます。

私はあと５年で、宮古の観光客○座喜味一幸委員

は80万人になるとほらを吹いております。観光振興

、課は50万人という目標をつくっておりますけれども

那覇、宮古、八重山、そして小規模離島を含めた観

光資源の発掘の仕方、これは大変重要なことになる

と思っております。この３つのエンジン―知事がい

つも言っております石垣、宮古、那覇がしっかりと

ネットワークを組むことが非常に大事だと思ってお

りますから、その辺は地域ごとにしっかりと把握し

なければならない 午前中に玉城委員からも話があっ。

たのですが、いかにして地域の観光資源を啓発して

つくっていくかという意味において、まだまだ不十

分ではないのかという思いがあります。

そういう意味で、平成二十一、二年ぐらいまで沖

縄県の市町村、観光協会等に対する予算等、支援が

しっかりされていたと思います。今、それがトータ

ルとしての観光資源創出事業、そういう事業はある

ものの、地元観光協会等に対する支援がなくなって

いるのではないかと。金の面での援護がなくなって

いるのではないかという思いがありますが、その経

緯を含めて現状を教えてくれますか。

沖縄県では、平成20年度○前原正人観光振興課長

までは地域観光協会育成のためということで受け入

れ体制の整備、誘客宣伝、そういったものに要する

経費ということで地域観光協会等への補助金の交付

事業を実施しておりました。しかし、この事業は平

成20年度までの行財政改革プランの中で補助金の終

期が設定されておりまして、沖縄県の包括外部監査

においても、交付団体の自立促進の観点から削除、

または廃止すべきだという意見が上がったというこ

とで、終了したという経緯を聞いております。

いずれにしましても、多分、沖○座喜味一幸委員

縄県の観光事業にかかる130億円ぐらいというもの

は 全国でもかけ外れた予算を持っていると僕は思っ、

ておりまして、沖縄県の観光にかける意気込みとい

うものはわかります。しかしながら、今の観光事業

の進め方、大きな市場だけ見て、肝心かなめのプロ

モーションはやっているけれども、地元の本当の資

源の開発、啓発という、あるいは資源の創出能力と

いう地元の受け入れ体制、その辺がいまいちおくれ

。 、ているのではないか それをもう一回原点に戻して

地域の泥くさい、土着性のある資源を開発していく

ためにも、いま一度、この予算の使い方、金の投資

のあり方を根本的に考える必要があるのではないか

と。先ほど言ったいろいろな商品の売り込み、ある

いは観光客の受け入れ体制の条件整備、お土産品の

開発等々を含めても、やはり地域の土着性、パワー
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をしっかりと吸い上げていくためには、今の県トッ

プダウン方式からもう少し地域の力、地域の観光協

会を活用すべきだと思うのです。これはぜひやって

もらいたいと思いますが、文化観光スポーツ部長、

どうでしょうか。

以前、観光協会○湧川盛順文化観光スポーツ部長

に運営費として補助していたものが、いろいろな御

、 、指摘があって それぞれ観光協会の体力の差があり

そういう中で一律に補助していくのは余り好ましく

ないのではないかと。やはり地域は地域としてそう

いう工夫をすべきではないかということがあって、

一旦補助を終えて、逆に現在は、いろいろな事業と

してやる人材育成、それからアドバイザーの派遣等

をしてそこの組織を強化し、財政的な基盤もその中

で補っていくというような対応をしているところで

す。委員おっしゃるように、沖縄県の観光1000万人

を実現するためには、これは本当にオール沖縄で、

各市町村がそれぞれ一緒に取り組まないと実現は難

しいです。差別化するためにも、やはり地域のカ

ラー、特に離島というものは沖縄も世界というか、

本土とも違う特色を持っていますので、それは生か

す必要があると思っています。

そういったことで、予算的にまだ規模は大きくな

いのですが、地域観光資源創出支援事業ということ

で、それぞれ観光協会等に発案してもらって、その

、事業を支援することによって観光客を誘客しようと

幾つかの事業をやっています。

例えば、平成25年度に、那覇市の観光協会を含め

て５つの観光協会共同で、新しいまち歩き商品の開

発というものをやっています。それから、読谷村の

観光協会が、赤犬子などの歴史上の人物に扮したツ

アーガイド そういったもので案内する仕組みであっ、

たり、歴史ミュージカルを鑑賞する観光メニューと

か、うちとしてもそういったそれぞれの地域、隅々

の観光協会がその予算を使って、それぞれまた自分

たちの考えで地域の観光資源を掘り起こしてつくり

上げていくことについては、積極的に支援していき

たいと思っています。

全く同感でして、将来は私は、○座喜味一幸委員

今の沖縄振興一括交付金そのものが平成33年までで

すか、あと７年あるわけで、大分観光事業に関して

入れられる。では、その後どうしていくのかという

話等も含めて、観光税の導入等も含めて、それまで

に足腰を強くして、本当に沖縄がリーディング産業

としての観光産業を維持・継続するためには総点検

をして、今のうちから手を打たないといけない。各

地域の文化、歴史、それから商品等も含めて、魅力

ある観光地にしていかなければならない。そういう

意味での、私は根本的な問題があると思っておりま

すので、その辺については、ぜひこの観光協会の育

成という部門に、目に見える形でぜひ力を注いでも

らいたいと思いますが、文化観光スポーツ部長、ど

うですか。

先ほど文化観光スポー○前田光幸観光政策統括監

、ツ部長からございました地域観光資源創出支援事業

これは地域に埋もれているといいますか、そういっ

たさまざまな観光の資源となり得るものを探し出し

て、磨いて商品にしていく。そういった商品開発が

テーマにはなっておりますが、あわせて、平成25年

度は５つの観光協会等でその事業を実施していただ

きました。事業採択後、地域観光資源の発掘とは何

ぞやといったワークショップ、そういったことを例

えば３日間かけてみんなで勉強会を開いたり、そし

て、事業ごとにこういった形で商品展開していきた

いということについて発表し合って、そしてそれを

アドバイザーからブラッシュアップのアドバイスを

いただく。そういった形で２度ほどモデルツアーを

実施する中で、それぞれに反省会を持ちながらとい

う形。そういった取り組みを通して、人材の育成で

あったり、それから組織としての対応力の強化、さ

らには５地域の観光協会がそれぞれ横を見合うこと

によって協力体制をつくっていこうとか、そういっ

た動きが出ております。事業を通して人材の育成、

組織強化といったものもつくっていくというのが、

この事業の目的となっております。

少し細かい話になりますけれど○座喜味一幸委員

も、最近、外国人が多くなって、特に中国系の人が

多くなって、中国語でタクシーの運転手から通訳し

てもらったりというような―今、通訳、コールセン

ターは現状どうなっていますか どの地域まで広がっ。

ていて、実態はどうなっておりますか。

、○前原正人観光振興課長 多言語のコールセンター

、 、 。現状では英語 中国語 韓国語に対応しております

時間としては、朝の９時から夜24時、12時までとい

う形で対応しておりまして、実績ですが、コール、

電話を受けた件数が、ことしの１月までですが4764

件。それから、コールセンターは電話を受けるだけ

ではなくて、インターネットを通じて情報の発信と

。 、 、いうことも行っております それも英語 中国大陸

あるいは香港、台湾、韓国といったところからの情

報発信を行ったものに対する、また逆に問い合わせ

が来て受けているという実績になっています。
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これは大分活用されていると思○座喜味一幸委員

うのですが、あとはＷｉ－Ｆｉを含めて、コールセ

ンターを含めて、久米島、宮古、八重山の離島の地

域まで、今どのような状況になっておりますか。あ

。わせて小規模離島に対してはどうなっておりますか

まず、コールセンターは○前原正人観光振興課長

全域から受けております。Ｗｉ－Ｆｉについては、

、 、 、 、実績として宮古 石垣 久米島にあるのですが 今

手元に数字を持っておりません。

離島の待合所まで、少々Ｗｉ－○座喜味一幸委員

Ｆｉぐらいが使える状況というものはそんなに金を

かけないでできると思うのですが、いかがですか。

実績として、石垣の離島○前原正人観光振興課長

のターミナルであるとか、バスのターミナルにはＷ

ｉ－Ｆｉを設置した実績がございます。

ぜひともきめ細やかな整備をし○座喜味一幸委員

ていただきたいと思います。

もう一点は、これは文化観光スポーツ部に直接影

、 、響はないのですが 離島に外国からのチャーター便

例えば、石垣は台湾、宮古は韓国等というものがあ

ります。その中で、宮古へゴルフに来た観光客が那

覇でショッピングをして帰りたいけれども、宮古と

韓国しか往復できないという、これは航空法上のカ

ボタージュという規制があるから、そういう商品が

開発できないのですか。

基本的には、カ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ボタージュという規制で外国の飛行機が―これは船

も一緒ですが、国内をさらに運航するには制限がか

かっていまして、現状としてはすぐに行うのは厳し

い状況です。

県内の航空業界とのバッテ○座喜味一幸委員 沖縄

ィングは大分あると思うのだけれども、宮古、八重

山を含めて那覇とつなぐということにおいては、観

光商品というものは物すごく広がるのです。この規

制の枠を広げることによって、この離島を巻き込ん

だ沖縄の1000万人観光客、外国からの200万人の目標

の達成ということは、物すごく商品化として広がり

が出てくる。この問題に関しては、これは政党とし

ても動かないといけないと思うのだけれども、行政

として必要性を感じておりますか。もし必要性を感

じておりましたら、ぜひとも動く必要があると思う

のですが、いかがでしょうか。

直接航空の所管○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ではないのですが、今おっしゃるように、例えば、

台湾から石垣に来る、石垣から宮古に行くとか、逆

でもいいのですが、そのようにつないで離島を周遊

していく、もしくは本島に周遊していくという仕組

みがつくれるのであれば、観光の旅行商品としては

すごくおもしろいものができてくると思います。た

だ、一方では、このカボタージュというものがどう

しても国内、例えば、県内であればＪＴＡとか、い

ろいろな国内企業に影響を与えるところがあって、

なかなか制度的にクリアするのは厳しいということ

がこれまでの経験から見えてくるところでございま

す。

沖縄県は那覇港も中城湾港もカ○座喜味一幸委員

ボタージュが撤廃されたというようなことですが、

、 。まだその辺ができていないので これはどうですか

船のカボタージュですが、○小嶺淳商工労働部長

１つ例外をつくったのです。旧特別自由貿易地域の

ときに、そこから運ぶものについては一部カボター

ジュの例外が認められたのです。日本船籍の外航船

が延長で行くことはオーケーです。ただ、そもそも

日本船籍はカボタージュを守る人たちですから、現

実には実現していないということです。

でも、これは沖縄が1000万人の○座喜味一幸委員

観光客を目指して、離島の観光局とループを組んで

いくという、３つのエンジンを知事が生かすという

ことからすると、極めて重要な、何らかの形で超え

なければならない制度だと思っておりますので、こ

の辺はぜひ行政でも課題として取り組んでもらいた

いということを希望しておきます。

、スポーツ・ツーリズム事業だと思うのだけれども

宮古に台湾と韓国から集まって、ゴルフの大会が催

されました この事業のスキーム どういうプロモー。 、

ションでどのぐらいの金をかけて、この事業を進め

ているのか。その辺を教えてください。

スポーツ・ツーリズム○上間司スポーツ振興課長

の推進を図る中で、地域が行っているスポーツイベ

ントを支援する事業を今年度行ったところでありま

す。今年度は10のスポーツイベントを支援したとこ

ろでありますが、今御説明のあったゴルフにつきま

して、スポーツ・ツーリズムで我々が支援した10の

モデル事業の中には入っておりません。

いずれにしても、この大きな沖○座喜味一幸委員

縄振興一括交付金を使ったスポーツ・ツーリズム等

々を含めて、いろいろな観光客を誘客する、エージ

ェントを呼ぶ、旅行代理店を呼ぶという事業が今、

どんどん金を投下してなされている。しかし、今後

この沖縄振興一括交付金がなくとも、この沖縄県の

観光客が安定して、間違いなく振興していくという
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基本的な部分を押さえないといけない。１人頭5000

円の補助金を出すから来てもらう、飛行機賃を格安

にするから来てもらうというような、今はそういう

過渡期だと思っております。これを定着させていく

べく、いろいろな分析評価をしていかないと、横文

字でＰＤＣＡとか言っているけれども その辺はしっ、

かりとやらないといけないのではないかと思います

が、文化観光スポーツ部長、いかがでしょうか。

、○湧川盛順文化観光スポーツ部長 今おっしゃった

うちのほうでスポーツを含め、観光も含め、いろい

ろなイベントとか、そういったものを支援している

ものがあるのですが、おっしゃるように、経費を軽

くするような補助の仕方ではなかなか自立できない

です。私どもも公募して、選定委員会の中で、その

事業が後年度も、いわゆる補助金がなくなっても続

くような事業をできるだけ採択するようにしていま

す。

それとあわせて、今までいろいろなプランを見て

きましたが、やはり重要なのは、民間が企画してく

る事業について、いかに地元の市町村がかんでいる

かどうか。なかなか民間だけでは後が続かないので

す。やはり市町村が一緒になってやり、市町村がそ

の魅力を感じて次年度から引き続き一緒にやってい

こうという、そういった組織体制が非常に大事だと

思います。評価するときには自立できるようなとこ

ろをしっかり見ながら、評価していきたいと思って

います。

平成24年にできた地域制度、特○座喜味一幸委員

区の中で観光地形成促進地域というものがあります

が、これを創設、地域指定することによって具体的

にどのような効果があるか、どう事業が展開してい

るか。その辺を教えてください。

、○前原正人観光振興課長 観光地形成促進地域制度

これは、特定の観光施設を指定しまして、その中で

都市に対して税制の優遇を与える、あるいは政策金

融での融資を与えるというものでございまして、地

域に観光施設を誘導する効果があると思います。

実績は。○座喜味一幸委員

平成25年４月現在、税制○前原正人観光振興課長

上の優遇措置の適用を受けた事例は、宮古島市にお

ける温泉保養施設の１件、課税免除額として255万

4000円となっております。また、その公庫の沖縄観

光・国際交流拠点整備の貸し付け、こちらは宿泊施

設等で５件、融資総額が102億500万円となっており

ます。

割とまだ地域に浸透していない○座喜味一幸委員

のではないのかという思いがありますので、ぜひ浸

透させてください。

次に、せっかくですから商工労働部に、１点だけ

確認しておきます。

農林水産部できのうもやりましたが、石垣で食肉

センター 外国仕向け用のレベルの高い食肉センター、

をつくるのですが、そこを拠点にしてアジアに向け

た発信を一層したいということがありました。商工

労働部、出入国管理、税関、検疫等を含めて、ある

いは国際物流拠点の中でどのような位置づけで、農

林水産部とどのような協議をして今後進めようとし

ておられるのか。ぜひとも連携をとっていかないと

いけない重要な課題だと思いますが、教えてくださ

い。

離島の特産品につい○玉城恒美国際物流推進課長

ても、大体離島で塩とか黒糖を生産しておりますの

で、それも香港や台湾の高級スーパーに販路拡大を

図っております。今、肉の話がございましたが、こ

れは日本の衛生管理上、全く問題ございません。我

々は沖縄県でとれた豚とか牛肉を食べているわけで

すが、ただ、海外に出すときは海外の輸入基準がご

ざいまして、特に香港は高い基準がございます。今

現在、沖縄県の屠畜場で処理したものについては、

香港では香港の基準に合わないということで、現状

は一旦鹿児島まで持っていって、そこで処理をした

ものを香港に出していくということがございます。

隣のマカオは香港よりも若干基準が緩やかでござい

まして、農林水産部が整備している屠畜場で処理し

たものがマカオの基準をクリアするということであ

れば、農林水産部と連携してマカオに出していきた

いと思っておりますし、香港の基準に適合するよう

な施設を農林水産部で整備していただければ、商工

労働部としては香港に一緒になって出していきたい

と。ことしも１月に農林水産部と連携して、香港の

高級ホテルのレストランで地元のバイヤーと沖縄県

内の生産者とのビジネスマッチングをして、連携し

てそこも進めています。ことしの５月から全日空が

シンガポールに新たに便を就航させます シンガポー。

ルはフリーポートなので、輸入の基準がほかの国に

比べて緩やかでございます。ただ、それでもやはり

肉とか卵等についてはシンガポール独自の基準がご

ざいますので、その基準に合う形で沖縄県内の処理

施設を農林水産部で整備していただいて、物流は農

林水産部と一緒に連携して進めていきたいと考えて

おります。

連絡が不十分ということが少し○座喜味一幸委員
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わかりましたので、連絡は密にしてください。

翁長政俊委員。○上原章委員長

平成26年度の税制改正があります○翁長政俊委員

よね。先日、沖縄に係る税制改正が衆議院で通過し

ましたけれども、この税制改正に伴う商工、さらに

は観光でどういう効果が出てくるのか、説明してい

ただけませんか。

商工関係では、国際物流、○小嶺淳商工労働部長

情報、それから従来金融と限定されていたものが、

経済金融等ということになって広くできるように

なった。かつ、金融は一つですから別ですが、地域

も知事が指定をできる、事業認定も知事が指定をで

きるということで、数字はどれがどうということは

申し上げにくいのですが、促進されることは間違い

ないと思っています。

観光は、今度、○湧川盛順文化観光スポーツ部長

観光地形成促進地域制度というのがあります。先ほ

ど座喜味委員からもあったように、観光施設を集積

。させる意味でいろいろな優遇を設けているものです

これまでなかなか実績が上がらないということで、

できるだけ要件を緩和していこうと。１つ目には、

投資税額控除という意味で、今まで5000万円を超え

る投資でなければ対象にならないというところを

1000万円超に引き下げをしたと。それから、建物の

面積要件―全体の２分の１以上がその施設でなけれ

ばいけないとか、幾つかの要件があったのですが、

そういった要件を撤廃したということですので、今

後、その観光振興地域制度を使って、観光に関連す

る施設の整備においては税の優遇が使いやすくなる

と思っております。

あと、もう一点、航空機燃料税というものが今回

延長されましたが、これも本則の２分の１で運用し

ています。これは本土から沖縄、そして本土から離

島、本土から直接のものが対象でしたが、今回それ

をさらに離島の振興にも役立てようということで、

沖縄県内の離島対離島の航空機燃料税についても全

国の２分の１に軽減することができました そういっ。

た意味では、離島の活性化にもつながるのかと思っ

ております。

まず金融、これは「経済」が頭に○翁長政俊委員

つきましたね。ただ、これまで金融特区をやってき

て、認定された企業が１社しかなかったのです。こ

、 、 、ういうことからいって この制度 新たに改正して

皆さん方はここに企業が張りつくという確信みたい

なものとか、それだけの自信というものはあるので

すか。

金融特区について申します○小嶺淳商工労働部長

と、いろいろな規制があったわけです。例えば、名

護に本店がありますと。名護以外、東京でもどこで

もいいのですが、支店があると、そこで営業活動が

できないとか、そういう縛りがあったわけです。そ

。 、 。の縛りをとりました 名護 それ以外でもできると

ただ、どこでもうけたかということをはっきりさせ

るために、それぞれの社員数で按分して、これは名

護のもうけた分ということで、この分については所

得控除40％という形で 企業が活動をやりやすくなっ、

たと。

それともう一つは、今回１つ実現しなかったもの

がありまして、キャピタルゲイン税、株主譲渡税で

す。これは今、ＮＩＳＡ―上限100万円までは非課税

というものがあって、ことしの１月から始まったの

ですが、名護については、これは天井なしです。名

護の住民であればキャピタルゲイン税ゼロというこ

とで、いろいろと投資家を集積しようという、これ

が目玉商品だったのですが、残念ながらこれはどう

してもだめだということでした。そのかわりという

ことですが、金融以外にも、例えば製造業でも知事

が認定したものは、名護に会社をつくれば従来の金

融特区と同じ税制の対象にしようということに変

わってきております。

専ら要件や従業員の要件を緩和し○翁長政俊委員

て、いわゆる企業が来やすくなったと。幾らこうい

う状況をつくってみても、問題なのはこの特区の中

に企業が本当に張りついてくれるのかと。そこにイ

ンセンティブがあって企業進出ができて、ここに企

業が集積できるかという話ですよ。これまでの実績

からしてみても、知事が―認定権者になったところ

でどういう産業を張りつけようとしているのか。要

するに、ここのプランが実質上ないと前に進まない

と思うのです。どういうものを想定して、どういう

形でこの制度を効果的に活用しようと考えているの

ですか。

１つ、繰り返しになります○小嶺淳商工労働部長

が、専ら要件を外したのがどのぐらい効くかという

問題はあると思うのです。相当融通がきくようにな

ると思うのが１つ。あと、対象事業。やはりなかな

か今まで金融だけだと難しかったという現実があり

ますが、製造業などでも、例えば北部地域の資源を

活用した製造業とか、知事が認定できますので、そ

ういう対象事業をふやすことで、今までよりはずっ

と所得控除を受けられる企業が出てくるものと期待

しています。
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いや、私が心配しているのは、こ○翁長政俊委員

れまでも幾つかハードルはあったにしても、現実に

鳴り物入りで金融特区をやってみたけれども、期待

した効果が生まれなかったと。幾つか緩和される要

件をつくって新たに制度を改定してみても、問題は

沖縄県の体制ですよ。皆さん方が強力に企業誘致を

するセールス部隊なのか。こういったものをきっち

りつくって全国的に展開して、外国まで出ていくぐ

らいの気持ちで。せめて国内ですよ。国内の企業を

誘致するような、そういう体制をつくっていかない

とうまく機能しないと僕は思っているのですよ。で

すから、そういう陣立ても含めて、この税制改正に

対してそれなりのスタンスはとっているのですか。

これまでも特に名護だけに○小嶺淳商工労働部長

限ってということはないのですが、国際物流特区し

かり、情報特区しかり、金融特区も従来を含めて、

いろいろそういったセールス活動―トップセールス

を含め東京、大阪、あるいはその他のいろいろな投

資説明会、あるいはアジアとか、従来からそこも含

。めた誘致活動は一元的にやっていたということです

それでやっていたのだけれども、○翁長政俊委員

実績として張りついたところがこれまで１社しかな

かったのです。そこが問題だと私は言っているので

す。ですから、これを企業集積できるような形で、

いわゆる企業セールスをする皆さん方の企業誘致班

を大幅にふやして、これがひいては、沖縄県の所得

の向上や、さらには雇用の拡大、非正規雇用から正

規雇用に変えていくような体制をつくっていくとい

う意味では、大変重要な制度だと私は思っているの

。 、です こういうことをきっちりやっていかない限り

なかなか沖縄県に足腰の強い産業構造というものが

、できないのではないかということを考えているから

しつこく言っているのですよ。

名護だけではなくてトータ○小嶺淳商工労働部長

ルの話になるのですが、そういった県外、あるいは

海外から投資を促進する予算というか、活動という

ものは次年度もさらに増強して、そういう体制でや

ろうと思っております。

例の航空機燃料税ですよ。これは○翁長政俊委員

離島住民にどれだけの効果があるのですか。

離島住民プラス○湧川盛順文化観光スポーツ部長

観光客が使ったときに、全体として年間で―はっき

り数字は覚えていないのですが、多分、年間３億円

の減につながると聞いております。

これは住民単位にすると、どれぐ○翁長政俊委員

らいの単価になりますか。

数字を持ってい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

なくて恐縮ですが、人数で割っていくと、大きな数

字にはなりません。

二、三百円か……。○翁長政俊委員

それも行かな○湧川盛順文化観光スポーツ部長

かったのではないですかね。

いずれにしろ、この税制改正をか○翁長政俊委員

ち取ってやってみて、離島住民にどれだけ恩恵が行

くのかというのが１つ課題。これは結局、航空会社

のポケットに全部入ってしまう。これが住民福祉に

使われないというのでは―この制度の本来の趣旨か

らして、そうではないはずです。２面性はあるだろ

、 。うけれども これはどのように考えているのですか

、○湧川盛順文化観光スポーツ部長 御指摘のとおり

私たちも財務省に要求するときには、離島の航空運

賃を引き下げるというような趣旨でこれを要請して

きました。今は観光客の数から、もしくは住民の移

動の数からすると大きな効果はないのですが、やは

り安くすることによって交流人口が、飛行機を利用

する方がふえてくると思います。私たちも業界に対

しては、せっかくそういう制度をつくったので、そ

れがしっかり航空運賃に反映されるように、説明は

しっかりやっていきたいと思っています。

これは企業に対して、その要請と○翁長政俊委員

か要望とか、そういったものをきっちりやっていく

というお考えですか。

今、全体の窓口○湧川盛順文化観光スポーツ部長

が企画部ということではあるのですが、企画部長と

も話し合いをしているところです。それをしっかり

と運賃の引き下げにつなげていきたいということで

すので、企画部とも連携しながら、業界に対しても

そういう働きかけをやっていきたいと思っておりま

す。

もともとこれを要請する趣旨がそ○翁長政俊委員

ういう趣旨ですから、そこはきちんと踏み外さない

ように、しっかりフォローアップしていただきたい

と思っています。

もう一つ、航空機整備事業、これは今年度から上

物が着工されるのですね。

平成26年度から着工○玉城恒美国際物流推進課長

いたします。

この事業が進んでいくと、雇用見○翁長政俊委員

込みはどれぐらいあるのですか。

我々としては、これ○玉城恒美国際物流推進課長

は進んでいくものということで、平成26年度の当初

予算で、雇用見込みは10年間で約2000人、20年間で
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4000人を見込んでおります。

10年間で……。○翁長政俊委員

正確に申し上げます○玉城恒美国際物流推進課長

と、10年間で1970人、20年間で4131人の雇用を見込

んでおります。

これは大変大きな事業で、この航○翁長政俊委員

空機整備基地整備事業自体はどういう形で運営され

るのですか。整備事業自体は。

賃貸工場と一緒です。沖縄○小嶺淳商工労働部長

県が持って使用料を取ってやると。かつ、使用料で

沖縄県の負担分は回収できるような料金を設定する

というやり方です。

入居企業は１月に内定しておりまして ＡＮＡホー、

ルディングスです。

それと、一般質問でも少し聞いた○翁長政俊委員

のですが、自衛隊の格納庫のところにつくるという

ことで、防衛省との話し合いがうまく進まないと上

物がつくれないと聞いたのですが、実態はそうなの

ですか。

滑走路のちょうど真ん中ぐ○小嶺淳商工労働部長

、 。 、らいの海側 大嶺崎というところのあたりです 今

自衛隊が使用していますが、それはあけてもらうと

いうことは了解をもらっています。

それと、何名かから出ている統合○翁長政俊委員

型リゾート、これは県民コンセンサスを得て物事を

進めるということですが、県民コンセンサスのとり

方はどのように行おうと考えているのですか。

県民コンセンサ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

スについては、現時点でまだ法案が示されていない

ために、具体的に申し上げることができないと考え

ています。法律の内容を踏まえながら県民コンセン

サスの手法、それから判断基準について総合的に判

断する必要があるかと考えております。

ただ、県民コンセンサスをとるの○翁長政俊委員

に、この方法はもう幾つかしかない。直接県民に聞

くか、県議会に諮るか、どっちかでしょう。ほかに

何か方法がありますか。

民主党政権時代○湧川盛順文化観光スポーツ部長

に推進法なるものが提案されたとき、そこの中の条

文では、議会の過半数の同意、議決の取得が必要と

いうような文言がございました。今のものにはそれ

が入っていないのですが、これからできる法律の中

でも、そういった同意のとり方等が示されると思い

ますので、そのあたりも見ながら判断したいという

ことでございます。

これは法律の中に県民コンセンサ○翁長政俊委員

スのとり方が入ってくるのですか そんなことは入っ。

てこないでしょう。現実にカジノ、ＩＲを動かして

いくことになると、いわゆる整備法、先にできるの

は整備法か、実施法か。推進法ができて、その後１

年ぐらいして実施法ができ上がるわけでしょう。実

際、沖縄県がこれをやりたいと考えたときに、国に

申請をするわけですよね。国に申請をするときに、

県民コンセンサスというものは必要な要件ですか。

沖縄県が申請をするために県民のコンセンサスを得

るという方針を持っているだけであって、国の申請

要件の中に県民のコンセンサスは入っていないので

はないのですか。

先ほど話した民○湧川盛順文化観光スポーツ部長

主党政権時代につくられた法案の中に 申請に当たっ、

て議会の過半数の同意、議決の取得が必要というよ

うな文言がございましたので、今後どのような形で

表現されるかはわからないのですが、そういった法

律の書きぶりも見ながら判断していきたいと考えて

おります。

いやいや、私が聞いているのは、○翁長政俊委員

県が県民コンセンサスを得ると言っているから、あ

なた方がどういうスタンスでこれを得ようとしてい

るのかを聞きたいのです。簡単な話ですよ。あなた

方がどう考えているのですかということを聞きたい

のです。

具体的にどうい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

う形でコンセンサスをとるかについては、まだそこ

までの議論は行っておりません。

これはいろいろ県民の中に賛成、○翁長政俊委員

反対があるのもよくわかるのですが、ただ、県が主

体性を持ってこのＩＲについて導入を検討するとい

うことになると、これは申請段階でコンセンサスを

得るのですから、申請をするかしないかのときに事

業を推進するかどうかが決まるのですよ。その前段

階の調査の段階においては、それは県の主体性みた

いなものがないといけないですよ。今度発注されま

すね。皆さん方が意向調査をやるのですか。何です

か、あれは。基本構想が発注されますね。このとき

にどういう形でやるのか。コンサルタントに投げる

ときに、皆さん方はいわゆる仕様書をつくりますよ

ね。こういう形のものを基本構想の中に入れたいか

、 。ら こういう形で基本構想をつくってくれないかと

この中身はどのようになっていますか。皆さん方の

基本的なコンセプトがないと、多分発注できないと

思いますよ。

今まで沖縄県で○湧川盛順文化観光スポーツ部長
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過去にいろいろと調査をやってきています。その中

でも、例えば沖縄県らしいＩＲというのですか、海

外と差別化されるようなＩＲが必要であるとか、幾

つか今まで提言が出てきておりますので、そういっ

たものをまとめながら、仕様書としてしっかり打っ

て、発注することになると思います。

これはもう予算がついて、発注さ○翁長政俊委員

れるのでしょう。県民議論を深めようと思ったら、

県側が一定の方針みたいなものを持って物事を進め

ていかないと、議論が進まないのです。ですから、

知事が言っておられるように、法律がもう衆議院に

上がって、それが通りそうだと。１年後には実施法

が間違いなく出てくる。ですから、これを横目でに

らみながら、今のうちにエントリーではないけれど

も、声をかけるぐらいのことをやっておかないと。

準備作業をやっておかないと、法律が通った後から

ＩＲにチャレンジしようと思っても、もう先行組が

いてほぼ手おくれだと言われているのです。だから

皆さん、いろいろなことをやろうと考えているわけ

でしょう。そこの部分の基本的なものを聞かせてほ

しいのですよ。

例えば、平成22○湧川盛順文化観光スポーツ部長

年度に沖縄統合リゾートモデルというものをつくっ

ています。その中で、基本的な考え方として、ＭＩ

ＣＥ誘致型のもの、そしてあと、アミューズメント

リゾート。ＭＩＣＥ誘致型はビジネス客を対象とし

たもの、アミューズメントリゾート型はファミリー

層を対象としたものです。さらに、その２つの類型

について、郊外リゾート型、周辺施設連携型という

区分に分けて、いろいろシミュレーションをやって

きております その中で 沖縄県の場合にはアミュー。 、

ズメントリゾート型、そして郊外リゾート型のほう

がより効果が高いのではないかということが出てお

ります。そういった考え方を基本に発注していくこ

とになると思います。

これは発注する中で、デメリット○翁長政俊委員

とか納付金とか、いわゆる資産効果とか、こういっ

たものがあるのですが、それぞれ説明してくれない

ですか。経済効果で結構ですよ。

先ほど話したＭ○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ＩＣＥ誘致型、アミューズメントリゾート型、その

。中のアミューズメントリゾート型の郊外リゾート型

以前にシミュレーションしたもので、例えば生産誘

発額で5197億円というものが出ていますが、それを

カジノに投資する企業の話も聞きながら、どれぐら

いの規模になるのか。そういったことも踏まえなが

ら、シミュレーションをまた再度やり変えていくと

いう内容でございます。

このＩＲについては、運営会社は○翁長政俊委員

免許をもらうために国に申請しますよね。国から免

許をいただいて、そして沖縄県が公募したものの中

に応募してきて、これを沖縄県が選ぶということに

なるでしょう。いずれにしろ、私自身、沖縄の今の

観光のイメージを壊さないように、さらには沖縄の

規模に合ったような形、アジアに今あるカジノと過

当競争するようなやり方は絶対によくないですよ。

もっといい形での沖縄のＩＲのあり方というものが

あるはずですから、これは基本構想の中でしっかり

出せるようにやってみてください。

新垣哲司委員。○上原章委員長

沖縄県の文化というものは、他の○新垣哲司委員

都道府県にないような歴史を持っているわけでござ

いますが、それはウチナーグチから始まって芝居、

民謡、三線と、このようなことがあるわけでござい

ます。三線の日の前にたまたま博物館・美術館に行

く機会がございまして、案内されて、100年前の三線

。はこうだよという歴史を勉強させていただきました

大変貴重だなと思っています。同時にまた、空手の

発祥地で、今回世界大会も開催されるというような

こともあります。やはりここは、発展するためには

何といっても、沖縄県職員の皆さんがしっかり頑張

ることだと思っております。頑張ってください。

終わります。

以上で、商工労働部長及び文化観○上原章委員長

光スポーツ部長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。その後、要調査事

項及び特記事項について確認を行った）

再開いたします。○上原章委員長

次に、お諮りいたします。

予算特別委員長に対する予算調査報告書の作成等

につきましては、委員長に御一任願いたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○上原章委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、３月24日 月曜日 午前10時から委員会

を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後３時20分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 上 原 章


